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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の測定チャネルを有する測定システムの複数の測定データを解析及び評価するため
の方法であって、当該方法は、事前設定可能な複数の判断基準のうちの少なくとも１つの
判断基準に従って、自由に選択可能な時点に対して且つ自由に選択可能な期間にわたって
、前記測定データを評価することを含む当該方法において、
　エラー分離段が、前記複数の測定データのエラー検出の全ての個別結果を、関与した測
定チャネルと関連付けて加算し、当該合計から試験変数を算出し、
　エラー分類段が、前記試験変数を所定の限界値と比較し、
　それぞれの前記測定チャネルの前記測定データの品質に関する目安を求めることを特徴
とする方法。
【請求項２】
　前記未処理データを、時間的に同期して記録し、必要に応じて前記エラー分離段に供給
することを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記エラー分離段は、前記未処理データの高周波信号解析を実施することを特徴とする
請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　任意の１つの測定チャネルの前記測定データの品質に関する現在の目安を、事前設定可
能な１つの限界値と比較し、この限界値を下回っていることを表示することを特徴とする
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請求項１～３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５】
　前記測定データの品質に関する目安の変遷に関する時系列のログを生成して表示するこ
とを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　前記エラー分離段の現在のステータスを読み取って表示することを特徴とする請求項１
～５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
　測定システムの複数の測定データを解析及び評価するための装置であって、当該装置は
、事前設定可能な複数の判断基準に従って、任意の各時点に対して、試験設備の複数の測
定チャネルの前記測定データを評価するためのユニットを有する当該装置において、
　前記測定チャネルの未処理データ用の入力部と、
　前記複数の測定データのエラー検出の全ての個別結果を、関与した測定チャネルと関連
付けて加算し、当該合計から試験変数を算出するエラー分離段と、前記試験変数を所定の
限界値と比較するエラー分類段とが実装されているユニットと、
　それぞれの前記測定チャネルの前記測定データの品質に関する目安のための出力部と、
を有することを特徴とする装置。
【請求項８】
　前記未処理データを時間的に同期して記録するためのリングメモリが、設けられていて
且つ前記エラー分離段によって問い合わせるために当該段の入力部に接続されていること
を特徴とする請求項７に記載の装置。
【請求項９】
　前記未処理データ用の高周波信号解析装置が、前記エラー分離段を有するユニット内に
設けられていることを特徴とする請求項８に記載の装置。
【請求項１０】
　任意の測定チャネルの前記測定データの品質に関する目安に対する自由に選択可能な１
つの限界値が記憶されていること、及び
　比較ロジックが設けられていて、この比較ロジックは、現在の前記目安を前記限界値と
比較してこの限界値を下回ったことを信号化し、この信号が、表示装置を制御することを
特徴とする請求項７～９のいずれか１項に記載の装置。
【請求項１１】
　前記測定データの品質に関する目安の変遷に関する時系列のログ用の読み取り可能なメ
モリ領域が、設けられていることを特徴とする請求項７～１０のいずれか１項に記載の装
置。
【請求項１２】
　前記エラー分離段の現在のステータス用の可視化部が、設けられていて且つ呼び出し可
能であることを特徴とする請求項７～１１のいずれか１項に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、少なくとも１つの測定チャネルを有する測定システムの測定データを解析及
び評価するための方法であって、複数の事前設定可能な判断基準のうちの少なくとも１つ
に従って、自由に選択可能な時点において、及び、自由に選択可能な時間にわたって、測
定データを評価することを含む方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　試験工程における再現性、品質及びコストに関する現代の試験施設に対する要件は、近
年、より複雑な課題が与えられることによって一層高まっている。
【０００３】
　開発時間の短縮の要求に、適用費用の不釣り合いな増大が対峙している。この目標の相
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反は、自由度の絶えざる増大及び測定値の個数の増加に起因している。従って、将来、明
らかに、より広範かつ複雑な試験タスクに一層短時間で対処しなければならなくなる。
【０００４】
　このような状況の変化は、とりわけ、排ガス法の設定規準がますます厳しくなることに
よって引き起こされる。その結果、内燃機関の制御を行うための、現在のシーケンス制御
技術及びフィードバック制御技術の機能数は、それに対応するセンサ及びアクチュエータ
と共に絶えず増大している。
【０００５】
　そこで、実装上の課題は、このような状況から生じる自由度を、所定の規制を考慮しな
がら最適に調整できるようにすることである。
【０００６】
　これらの要件に対して、エンジン製造業者及び駆動装置製造業者の試験施設では、高度
な測定方式を普及させることで対処しており、特に統計的な実験計画法（ＤｏＥ：Design
 of Experiment）を用いることによって、測定費用を最小限に抑えながら同時にまた最大
限有効な実験結果を得ようとしている。
【０００７】
　技術上の専門的知識と数学的な方式とを組み合わせることによって、ＤｏＥは、特殊な
実験計画を介して必要な測定点の低減を実現し、同時にまた有効なモデル構築を行う。そ
れに続く最適化に基づいて、ＥＣＵに対するパラメータ、特性曲線、特性マップのデータ
入力が行われる。その際、最適化の結果は、モデルの品質及び測定データの品質に依存す
る。
【０００８】
　実装者は、自らの専門知識を通じて利用すべきモデルを決定するので、これにより、後
のモデル品質に大いに関与する。
【０００９】
　ＤｏＥにおいて、モデル構築のために利用できる測定データはほんのわずかである。従
って、これらのデータに対して、それなりの品質要件を課さなければならないと考えられ
る。このことがすぐに明らかになるのは、５つの測定値の代わりに３つの測定値から、同
じモデル品質を有する２次多項式モデルを構築するような場合である。
【００１０】
　通例、モデル品質及び最適化結果は、誤った測定データに極めて敏感に影響されるので
、モデル構築及び最適化の前に測定データを検査することが無条件に必要である。
【００１１】
　経済的な観点から、測定データ診断は、どのようなテストランにも有意義である。なぜ
なら、これによって、誤測定を防止すること、あるいは格段に低減することができるから
である。誤測定の検出が遅れたり、できなかったりすることによって生じる試験設備での
時間の損失は、１０％から４０％であると推定される。
【００１２】
　しかし、データ量が大きいので、測定データの客観的かつ自動的な評価が実際に有効で
あるのは、評価の際に必要なデータ全てに中央集中的にオンラインでアクセスできる場合
のみである。
【００１３】
　もう１つの側面は、無人の試験設備運転にある。１つの一貫した診断ツールを用いるこ
とで、無人運転又は半無人運転においても、データ収集中に異常があった場合に適切な対
応が可能となる。
【００１４】
　測定データ診断が中央集中化されるだけでなく、パラメータ化可能に構成される場合、
あらゆる任意のテストラン及び試料に測定データ診断を利用することができる。
【００１５】
　エンジン試験設備の診断要件に匹敵する技術システムの診断のためには、別の解決策が
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提案された。エンジン電子系統の自己診断（ＯＢＤ）の他に、例えば、さまざまなモデル
ベースの特殊な試験設備関連の解決策が提示されており、それらの最適化能力が開示され
ている。
【００１６】
　ＯＢＤに対する要件と測定データ診断に対する要件とは、広い範囲にわたって非常に類
似している。ＣＡＲＢ（カリフォルニア大気資源局）の法的規定によって、カリフォルニ
アでは１９８８年から、車両内において所定のコンポーネントを監視することが法的に要
求されることとなった。これらの規制の第１段階（ＯＢＤＩ）は、最初、ＥＣＵに接続さ
れている全てのセンサ及びアクチュエータの電気的な監視のみに関するものであった。故
障表示灯ＭＩＬ（Malfunction Indicator Light）を介して、運転者は、ＯＢＤ監視され
たエミッション制御回路における機能不良を知らされる。工場及びサービスセンターは、
ＭＩＬを介して保存されたエラーを、フラッシュコードを通じて読み取ることが可能であ
った。
【００１７】
　１９９４年からＯＢＤＩＩが発効した。単一のコンポーネントを監視すること以外に、
排ガス関連のシステム全体を監視することが求められることとなった。
【００１８】
　それ以降、標準化されたプラグ（ＧＳＴ＝汎用外部診断機）による正規化されたデータ
転送が、車両内のエラーメモリを読み取るためのフラッシュコードに取って代わる。この
インタフェースを介して、エラーコードの他にエラー時間に関する追加的なエンジン運転
データが読み取られる。実装における時間コスト全体の約３分の１は、通例、ＯＢＤのマ
ッチングに費やされる。ＯＢＤ機能は、今日、検出、分離及び保存の他に能動的な反応も
行われるように構成されている。これらの反応は、部分的にはやはり法律によって規定さ
れている。典型的な例としては、例えば、フェイルセーフの運転モードへ切り替えること
がある。工場における修理作業のための情報を収集するために、今日、法的要件を超えて
、数多くのシステム監視が実施される。
【００１９】
　ＯＢＤの基本機能は、一方では入力信号及び出力信号を監視する機能と、他方では制御
機器の通信を管理する機能及びＥＣＵの内部機器機能とからなる。入力信号の監視によっ
て、一般的にＥＣＵへの接続線、センサへの供給電圧が検査され、可能な妥当性検査が実
施される（非特許文献１に基づく表Ｔ２．1を参照）。出力信号の監視は、出力信号と終
端段との間の電流回路解析によって、又はアクチュエータの機能において生じる特定のシ
ステム作用によって行われる。このために、アクチュエータ監視の分野では、近年、多く
のモデルベースのエラー検出法が開発された。
【００２０】
　ＥＣＵ通信の監視は、今日、実質的にＣＡＮバスシステムの管理機構を介して行われる
。内部の機能及び構成部材は、始動直後に検査され、その後、運転中には規則的な間隔を
おいて検査される。
【００２１】
　ＯＢＤの歴史は、車両診断の重要性が絶えず増してきたことを示している。従ってまた
、ＯＢＤの基本要件は、適当な可視化とデータ管理とを具備する測定データ診断の模範と
して利用することもできる。しかし、ＯＢＤのエラー診断は、常に、特定のエンジンファ
ミリーにしか適用されない。また、実装中に、エラーのないシステム動作は、モデル、特
性曲線、特性値によって決定され、格納される。さらに、周知のシステム環境では、所定
の電気回路の、又は適当な信号範囲の、表Ｔ２．１に示された検査を行うことができる。
【００２２】
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【表１】

【００２３】
　しかし、ＯＢＤとは異なり、エンジン試験設備での測定データ診断は、エミッション関
連のコンポーネント又は所定のエンジンだけに限られているわけではない。ＯＢＤとは対
照的に、測定データ診断は、さまざまなエンジン及び試験に柔軟に利用できねばならない
。
【００２４】
　それに対して、非特許文献２では、内燃機関におけるエラー検出用の信号モデルベース
及びプロセスモデルベースの方式を利用するための例が、幾つか選び出されて説明されて
いる。これらの方式も、（ＯＢＤと同じように）一義的に記述可能な技術システムに関係
している。
【００２５】
　信号モデルを利用する場合、一般的に、信号理論の基礎が利用される。例えば、非特許
文献３では、回転速度信号から点火失敗を検出するためのＦＴＴ（高速フーリエ変換）ベ
ースの方法が説明される。回転信号によって点火失敗を検出するための別の方法として、
非特許文献４に、ＦＦＴとウェーブレット変換とを用いて、排ガス背圧センサによって点
火失敗を検出するための方法が提示される。
【００２６】
　信号モデルベースのエラー検出とは対照的に、プロセスモデルベースのエラー検出の場
合、数学的なプロセスモデルが実際のプロセスと比較される。これは、例えば、非特許文
献５に説明されている。パラメータ推定法又は状態変数推定量を用いることが、例えば、
非特許文献６に説明されている。
【００２７】
　モデルベースのアプローチの他に、また、例えば、神経ネットワークの形のブラックボ
ックスモデルが次第によく用いられるようになっている。非特許文献７は、例えば、ディ
ーゼルエンジンのシリンダ圧測定に基づいて、神経ネットワークを用いて噴射量及び噴射
時点を圧力信号から再構成できる方法を説明している。非特許文献８及び非特許文献９で
は、神経ネットワークに基づいた仮想的な煤量センサの実現について説明されている。
【００２８】
　上述の諸例は、技術的に完全に説明されているシステムあるいは計測されたシステムに
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対するエラー診断の利用について述べている。このようなシステムとは対照的に、試験設
備における状況は、明らかに一層複雑である。時間上及びコスト上の理由から、このよう
な試験設備を最大限利用することに関心が向けられている。従って、異なった試験タスク
又は試験対象によって、しばしば限界条件が切り替えられる。従って、診断システムに対
して、データベースのアプローチ又はモデルベースのアプローチは通例用いることができ
ない。なぜなら、一般的に、システム識別のための余地がなくなってしまうからである。
【００２９】
　他方、現在の試験施設は、自動化のレベルが絶えず進んでおり、工程の流れには秀でた
実績を有している。これに関して、図１は、エンジン開発におけるシステム工学の利用と
いうことをテーマにした研究の成果を示している。この研究は、非特許文献１０において
行われたものである。これから明らかなことは、エンジン開発及びドライブトレーン開発
の広い範囲において、自動化プロセスの利用が増えていることである。その際、自動化の
工程には、無人運転又は半無人運転が伴うことが多い。この事実だけからも、試験設備の
ための測定データ診断が求められていることが分かる。
【００３０】
　しかしまた、通常運転時においても、データ量が増し、テストランが複雑化しており、
現況では、簡単なオンライン検証でも試験設備の人員によって容易に行うことができない
ほどである。さらに、試験設備の人員による測定データの検査は、エラー源として人間も
含まれ、従って、最適な解決策だと考えることはできない。試験設備のオペレータによっ
て開発されたシステム監視のための解決策は、一般的に非常に専門的であり、従って、専
門家によってしか新しいタスクに転用できない。そのため、試験施設全体に利用すること
は困難である。
【００３１】
　また、ＤｏＥワークフロー（図２）の例から、未処理データの妥当性検証が、通例、計
測の後にようやく行われることが分かる。自動化システムの限界値監視又はＤｏＥソフト
ウエアによって捕捉されないエラーがテストランの間に発生した場合、テストランは、エ
ラーを含んだこれらのデータを有したまま、最後まで実行される。１回のテストランにど
うしても数日を要することがあるので、検出されなかったエラーによって、又はセンサの
停止によってかなりの時間的な負担及びコストの負担が生じる。
【００３２】
　優れた測定装備、信号処理における高い品質又は安定した総合システムといった対策を
講じることによって、確かに基本的なシステム安定性は改善されるが、しかし、最終的に
、収集されたデータの現実の測定品質、信号の質、妥当性が分かるわけではない。
【００３３】
　しかし、現代の試験設備システムは、既に今日でも、選択された測定値のエラー検出及
び限界値監視を行うための幾つかの機構を利用することができる（図３）。これらの機構
は、測定値が所定の妥当性範囲の中にあるかどうかを検査する。監視は、一般的に試験設
備、試料又は実験に関する限界値を通じて利用者によって当該時のタスクに適合される。
【００３４】
　ＤｏＥテストランの際、例えば、いわゆる「ハードリミット」が、自動化システムの限
界値監視によって監視される。「ハードリミット」によって、試料及び実験装置の動作信
頼性が保証されており、限界値の侵害があった場合、一般的にシステムが遮断される（例
えば、油圧限界値や回転速度限界値）。それに対して、「ソフトリミット」の監視は、Ｄ
ｏＥテストランにおいて行われる。ソフトリミットは、実験室を決定するために、及び、
実験ストラテジーを制御するために用いられる。
【００３５】
　しばしば、限界値監視は、基準値と実際値との比較に関しても用いられる。典型的な例
としては、基準点と実際の測定データとの比較がある。このために、所定の基準点におけ
る適当な基準値が分かっている特別なデータ状況が用いられる。しかし、この方式では、
一般的に、測定データの品質ではなく、エンジン特性が検査される。
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【００３６】
　この方式の基本的な前提は、定常的な運転点において測定技術を用いてプロセス変数を
収集すること、及び、それに対応する基準値が存在することである。同様に重要なことは
、実際の状態をそれに対応するデータ基準に割り当てることである。限界値監視は、例え
ば式２．１によって行われる。
【００３７】
【数１】

【００３８】
　傾向管理（図３、右図）は、特別な種類の限界値監視である。傾向管理は、一般的に緩
慢に変化する信号に対して用いられ、例えば、臨界的システム状態に達したことを時間的
に同期して検出するために用いられる。試験設備では、この方式は、測定機器の長時間特
性（例えば排ガス測定技術）を監視するために、又はエンジン基準点（例えばブローバイ
）を解析するために個別に用いられる。
【００３９】
　限界値監視以外に、大抵の試験設備システムでは、簡単な定式の計算を行うこともでき
る。この計算から、試験設備のいわゆるオペランドが得られる。この機能は、例えば、燃
料消費率又は他の典型的な特性値を計算するために用いられる。これらの変数は、プロセ
スの質を示す目安として利用され、システム全体の状態を示す重要な指標となる。通常の
特性値は、例えば、効率、燃料消費量率、潤滑剤消費量又はブローバイである。
【００４０】
　また、式の計算によって、簡単な妥当性の検討を行うことができる。典型的な例として
は、λブレットシュナイダー及びそれに続く、（例えばＥＣＵによって）冗長的に求めら
れたλとの比較がある。しかし、一般的に、この種の計算は、特別に適合が行われた上で
の解決策である。
【００４１】
　試験施設のオペレータあるいはエンジニアに行ったアンケートから、既に、測定データ
を評価するための幾つかのアプローチが用いられていることが明らかになっている。しか
しまた、このアンケートは、測定データを評価する際、測定データの品質よりもむしろ、
エンジン（試料）の評価が重視されていることも明らかにしている。例えば、限界値監視
又は基準点管理のための方式が、試料の評価のためだけに用いられることが多い。例外的
な場合に、傾向分析又はラムダ比較が実施される。圧力及び温度の判断は、大抵の場合、
試験設備の人員の目視によって行われる。さらに、このアンケートは、事前に設定された
手順による定期的な妥当性検査は例外的であることを明らかにしている。この分野では、
試験設備の人員及び実験エンジニアの能力と経験とに依存しているのである。
【００４２】
　従って、近年、内燃機関の技術分野では、自動化測定データ診断を実現するためのさま
ざまなアプローチが考案された。
【００４３】
　非特許文献１１によると、エンジン試験設備用の診断は基本的に３つの機能上の柱に分
けられる。その際、注意しなければならないことは、これは厳密に言うとエラー検出のみ
に関連しており、エラー診断に関してではない。診断とは、エラーの原因を挙げることを
意味するからである。
【００４４】
　機器チェック（柱１）は、センサ診断というレベル（例えばケーブル切断検出）と特殊
測定機器の自己診断というレベルとに分かれる。センサ診断（レベル１）は、自動化シス
テムの直接測定可能な信号を用いて行われる。特殊測定機器の自己診断の場合、個々の機
器のフィードバック情報が利用される。ＶＤＩ／ＶＤＥ２６５０（フィールド計装におけ
る自己監視及び診断に関する要件）において、測定機器の自己診断及びそれに対応するス
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テータス信号について説明されている。前提条件は、当然、試験設備システムとそれに接
続された特殊測定機器との間に十分な通信が行われることである。
【００４５】
　信号の質という柱（レベル３）は、信号波形と信号特性（例えばノイズ）の統計解析と
に関連する。
【００４６】
　第３の柱（レベル４及び５）は、測定値の妥当性に関連する。解析的及び経験的冗長性
を構成することによって、現在の測定値が、ちょうど今設定されている、エンジンの運転
点に適合しているかどうかを検査することができる。その際、解析的冗長性の構成は、物
理的又は経験的な関連性を通じて行われ、その際、計算値が、直接、測定値と関連付けら
れる。それに対して、経験的冗長性は、基準点の観測に基づき、その際、現在の測定値は
、所定の基準と比較される。
【００４７】
　非特許文献１２では、エンジン試験設備における最多エラーの解析が実施され、例えば
特許文献１及び特許文献２における測定データ診断に関する一貫したコンセプトが初めて
提示された。しかし、このコンセプトは、実質的にはエラー検出の第３の柱（妥当性）に
のみ関連しており、信号品質及び機器チェックが等閑視されている。
【００４８】
　非特許文献１２のアプローチでは、全ての必要な測定変数が利用でき、適当なパラメー
タ化によってシステムにもパラメータとして正しく認識され、割り当てることができるこ
とが想定されている。
【００４９】
　エラー検出の他に、エラーを有するチャネルを識別するためのアルゴリズムも組み入れ
られ、このアルゴリズムは、実際のエラー原因を診断する際に有効な支援となった。しか
し、このアプローチは、拡張が困難であり、比較的複雑で、演算集約型である。さらに、
エラー重大度が考慮されない。従って、別個の極値についても、当該の１つの表示が行わ
れるだけである。
【００５０】
　次に指摘できることは、非特許文献１２のアプローチは、化学的及び物理的な関連性に
基づいて基本的関連性を解析するには十分に適しているという点である。しかし短所とし
て、開発されたソフトウエアは、特別なインタフェースとの関連でしか利用することがで
きず、また、信号品質の評価が行われないという点がある。
【００５１】
　ＥＵ研究プロジェクトＡＭＰＡ（Automatic Measurement Plausibility and Quality A
ssurance）において、とりわけ物理学ベースのエラー検出の分野が扱われた。このプロジ
ェクトの目的は、エラー診断の既存の方式を新たに発展させること、及び最適化すること
であった。特に、応用指向の検査ルールとモデルとを導入し、プロトタイプにおいて汎用
的な試験方式と組み合わせることを目的とする。次に、日常検査を試験施設で行うことで
、「有効なエンジン試験時間の短縮及び試験コストの削減」並びに「データ品質の改善と
検証可能性」という目標が満たされているという証明を付与することが目的である。この
ために、エラー診断はプロセスとみなされ、このプロセスにおいて、各測定点について複
数の測定チャネルを考慮しながら、モデル値計算、エラー検出及びエラー結果補正という
各サブステップが実施された。自動学習型のモデルによる試験を行うために、自動モデル
構築とモデル適合とが加えられた。目的は、人の専門知識と自動習得された経験値との間
の最大限の相乗効果を可能にするストラテジーを開発することであった。この観点に基づ
いて、物理学的な構成可能なモデルが、パラメータ推定量又はブラックボックスモデルと
全く同じように用いられた。モデリングのためにさまざまな統計的アプローチ及びファジ
ィ論理アプローチが分析され、実装された。それに対して、ブラックボックスモデルは、
エラーのないシステム動作を得るための特性マップベースモデルを作ろうとするものであ
る。
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【００５２】
　上述のアプローチは、エラー検出を、物理的にパラメータ化可能な専門的モジュールと
自動的にトレーニングされた神経ネットワークモデルとに結び付けることで、パラメータ
化のコストを追加することなく、多くの測定チャネルを診断に含められるようにすること
を目指している。
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【特許文献２】独国特許出願公開１０２００５０５２９２１号明細書
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49, VDI-Verlag., 1999
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chung von Radaufhaengungen und Diesel-Einspritzanlagen”, von S. Leonhardt, Fors
chungsbericte, VDI-Reihe 12, Nr. 295, VDI-Verlag Duesseldorf, 1996
【非特許文献８】“Entwicklung und Verifizierung eines neuronalen Netzwerkmodells
 zur Beschreibung des Verhaltens von PKW-Partikelfiltersystemen in Bezug auf Bel
adung und Regeneration” von Sven Fritz, Diplomarbeit 2002, Technische Universit
aet Darmstadt
【非特許文献９】“Entwicklung und Applikation eines virtuellen Sensors zur Besti
mmung der Beladung von Partikelfiltern” von Christian Landgraf, Dissertation 20
05, Technische Universitaet Darmstadt
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【非特許文献１２】“Konzept und Umsetzung einer Messdatendiagnose an Motorenprue
fstaenden” von Andreas Flohr, Dissertation 2005, Technische Universitaet Darmst
adt
【非特許文献１３】“Modellbasierte Methoden fuer die Validierungsphase im Produk
tentwicklungsprozess mechatronischer Systeme am Beispiel der Antriebsstrangentwi
cklung”, von Christian Schyr, Dissertation 2006, Universitaet Karlsruhe
【非特許文献１４】“Statistical Methods for Quality Improvement”, von Thomas P.
 Ryan, Second Edition, Wiley & Son Inc; 2000, ISBN 0-471-19775-0
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【非特許文献１５】“Neue Entwicklungen der statistischen Prozesskontrolle bei ko
rrelierten Daten” von Schone, Dissertatin 1997, Universitaet Ulm
【非特許文献１６】“The effect of serial correlation on the performance of CUSUM
 tests”, von R. Johnson und M. Bagshaw, Technometrics
【非特許文献１７】“The use of stochastic models in the interpretation of histor
ical data from sewage treatment plants”, von P. Berthouex, W. Hunter, L. Palles
enu und C. Shih, Water Research 10, 1976
【非特許文献１８】“Modification of control chart limits in the presence of data
 correlation”, von A. Vasilopoulos und A. Stamboulis, Journal of Quality Techno
logy, 1978
【非特許文献１９】“Monitoring sewage treatment plants: Some quality aspects” v
on P. Berthouex, W. Hunter, L. Pallesenu, Journal of Quality Technology 10(4), 1
978
【非特許文献２０】“Time series modelling for statistical process control” von 
L. Alwan und H. Roberts, Journal of Business and Economic Statistics 6, 1988
【非特許文献２１】“A multivariate and stochastic framework for statistical proc
ess control”, von N. F. Hubele bzw. J. B. Keats und N. F. Hubele (Herausgeber),
 Statistical Process Control in Automated Manufacturing, Marcel Dekker, Inc., Ne
w York, NY, 1998
【非特許文献２２】“Statistical process control procedures for correlated observ
ations” von T. Harris und W. Ross, Canadian Journal of Chemical Engineering, 19
91
【非特許文献２３】“Introduction to Statistical Quality Control” von D. Montgom
ery, John Wiley & Sons, New York, NY, 1991
【非特許文献２４】“Some statistical process control methods for autocorrelated 
data”, von D, Montgomery und C. Mastrangelo, Journal of Quality Technology, 199
1
【非特許文献２５】“Autocorrelated data and SPC” von W. Woodall und F. Faltin, 
ASQC Statistical Division Newsletter, 1994
【非特許文献２６】NIST/SEMATECH, e-Handbook of Statistical Methods
【非特許文献２７】Richtlinie 91/441/EWG des Rates vom 26. Juni 1991 L242 1 30.8.
1991
【非特許文献２８】“Simulation neuronaler Netze”, von A. Zell, Addison Wesley, 
Longmann Verlag, 1994
【非特許文献２９】“Entwicklung und Verifizierung eines dynamischen Beobachtersy
stems fuer Motorenpruefstaende”, von E. Maronova, Bachelorarbeit, Darmstadt 200
6
【非特許文献３０】“Adaptiv-Resonanz-Theorie und Entwicklung eines dynamischen B
eobachtersystem zur Motor-Diagnose” von Toma Donchev, Bachelorarbeit, Darmstadt
 2007
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００５５】
　従って、本発明の課題は、現代の試験施設に対する高まった要件を満たすこと、及び、
エンジン試験設備用の中央集中的な、かつ、一般的に利用可能な測定データ診断を開発す
ることである。従ってまた、本発明の目的は、わずかな費用によって任意の多くの測定チ
ャネルを同時に監視できる診断システムを開発することである。
【００５６】
　確実かつ早期のエラー検出の他に、システムは、異なった試験設備、試料又は試験タス
クに対して素早く適合させることが可能でなければならない。
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【００５７】
　その際、測定値を診断結果と結び付けることは、早期のエラー検出やエラーを有する測
定チャネルの決定と全く同じように重要である。
【００５８】
　このような観点のもと、中央集中化の課題は、既知ではあるものの試験設備システムに
おいて分散されている情報、例えばエンジンタイプ、燃料の種類又は運転モードなどの情
報を自動的にまとめ、診断に組み入れることである。
【００５９】
　試験施設において広く利用するために、技術上の機能性の他に、利用者に受け入れられ
るということが非常に重要である。すなわち、診断ツールを実現する際、各利用者固有の
観点、例えば簡単な操作性や優れた結果表示などといった側面を考慮しなければならない
。
【００６０】
　従って、本発明の目的は、コンセプト開発、パラメータ化並びにデータマネージメント
及び結果管理という４つのサブ領域に分けられる。
【００６１】
　コンセプト段階では、中央の診断システムを試験設備システムへどのように統合するこ
とができるのか、という点が分析される。次に、選択されたアプローチについて、システ
ムリソース、データアクセス及びシステムセキュリティの点で生じ得る問題点の解析を行
わなければならない。
【００６２】
　方式上の観点から、本発明の最も重要な課題は、信号品質と機器チェックとを評価する
ための方式を開発することである。
【００６３】
　エラー検出の方式について、必要であれば、適当な承認条件を作成する必要がある。承
認条件の検出と制御も、方式開発に含まれている。
【００６４】
　特に重要であるのは、新しい方式を支障なく既存の診断システムへ組み込めるように、
エラー検出を構成することである。同じことが、エラー検出の評価についても当てはまる
。エラー検出を評価するための判定ロジックは、確実かつ容易に理解可能な診断説明につ
ながり、エラー原因を特定する際に有用なものでなければならない。
【００６５】
　パラメータ化及びデータマネージメントは、診断システムの取り扱い及び柔軟な利用に
とって重要である。時間及び受け入れの点から、パラメータ化コストは、できる限り低く
抑えなければならない。
【００６６】
　監視すべき測定チャネルの選択の他に、実施可能な方式の自動選択も、利用者による各
方式の手動停止と全く同様に重要である。
【００６７】
　診断データを管理するために、適当なデータマネージメントを設計する必要がある。診
断結果の可視化も、データマネージメントに含まれている。結果表示の際、注意すべきこ
とは、利用者が情報を正確に得ることによって、エラー及びそのエラー原因を正しく理解
できることである。
【００６８】
　起動の際に注意すべきことは、診断結果を測定データ及び限界条件と共に格納すること
である。利用者の介入、例えば各エラー検出法の停止といったことも、同様に文書化しな
ければならない。これにより、測定データを後に評価する際にも、常時、データ品質に関
する情報もまた付随することが保証される。
【００６９】
　上記のサブ課題に対処することによって、試験設備システムの客観的かつ自動的な総合
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判断が行われる。試験設備の可用性の向上は、試験設備人員の適切な対応によって実現さ
れる。代わりに診断システムが自動介入することは、明らかに望ましくない。
【００７０】
　上記課題に対処することによって、測定データ及び試験設備システムについて、計画立
てられた、特定目的用の品質評価が行われる。
【課題を解決するための手段】
【００７１】
　この課題は、複数の測定チャネルを有する測定システムの複数の測定データを解析及び
評価するための方法であって、当該方法は、事前設定可能な複数の判断基準のうちの少な
くとも１つの判断基準に従って、自由に選択可能な時点に対して且つ自由に選択可能な期
間にわたって、前記測定データを評価することを含む当該方法において、エラー分離段が
、前記複数の測定データのエラー検出の全ての個別結果を、関与した測定チャネルと関連
付けて加算し、当該合計から試験変数を算出し、エラー分類段が、前記試験変数を所定の
限界値と比較し、それぞれの前記測定チャネルの前記測定データの品質に関する目安を求
めることによって解決される。
　さらに、この課題は、測定システムの複数の測定データを解析及び評価するための装置
であって、当該装置は、事前設定可能な複数の判断基準に従って、任意の各時点に対して
、試験設備の複数の測定チャネルの前記測定データを評価するためのユニットを有する当
該装置において、前記測定チャネルの未処理データ用の入力部と、前記複数の測定データ
のエラー検出の全ての個別結果を、関与した測定チャネルと関連付けて加算し、当該合計
から試験変数を算出するエラー分離段と、前記試験変数を所定の限界値と比較するエラー
分類段とが実装されているユニットと、それぞれの前記測定チャネルの前記測定データの
品質に関する目安のための出力部と、を有することによって解決される。
【００７２】
　１つの有利な実施形態では、エラー分離段における未処理データをまずエラー検出段に
供給することが想定されている。
【００７３】
　別の実施形態では、データを、エラー分離段での処理の後、エラー分類段の中にあるエ
ラー識別段に供給することが想定されている。
【００７４】
　有利には、未処理データは時間的に同期して記録され、必要に応じてエラー分離段ある
いは該分離段のエラー検出段に供給される。
【００７５】
　その際、有利には、さらに、エラー分離段あるいは該分離段のエラー検出段に、未処理
データの高周波信号解析を実施させることも可能である。
【００７６】
　本発明の別の有利な態様では、本方法は、任意の測定チャネルの測定データの質に関す
る現在の目安を、事前設定可能な限界値と比較し、限界値を下回ったことを表示すること
を特徴とする。
【００７７】
　いずれの場合も、測定データの質に関する目安の変遷について時系列のログを生成し、
表示させることも可能である。
【００７８】
　本発明の１つの好ましい実施形態では、エラー分離段の現在のステータスを読み取り、
表示することが想定されている。
【００７９】
　有利には、静止エラー検出、巡回オンラインエラー検出（ＺＯＦ）及び測定同期エラー
検出（ＭＳＦ）という各運転モードが備えられている。
【００８０】
　その際、特に有利な変化形態では、これらの運転モード、特に巡回オンラインエラー検
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出（ＺＤＦ）と測定同期エラー検出（ＭＳＦ）とを別個に又は並列に備えておけることが
想定されている。
【００８１】
　測定システムの測定データを解析及び評価するための本装置は、複数の事前設定可能な
判断基準に従って各任意の時点において試験設備の少なくとも１つの測定チャネルの測定
データを評価するためのユニットを含んでおり、上述の課題を解決するために、測定チャ
ネルの未処理データ用の入力部と、エラー分離段及び次にエラー分類段が実装されている
ユニットと、それぞれのチャネルの測定データの質に関する目安のための出力部とを有す
ることを特徴とする。
【００８２】
　有利には、１つの実施形態は、未処理データ用の入力部を有するエラー検出段が、エラ
ー分離段に実装されていることを特徴とする。
【００８３】
　本発明の別の有利な実施形態では、エラー検出段の出力部が、エラー分類段の中に実装
されているエラー検出段の入力部に接続されていることを特徴とする。
【００８４】
　さらに、未処理データを時間的に同期して記録するためのリングメモリを設け、該リン
グメモリをエラー分離段の入力部に、あるいは、該分離段のエラー検出段に接続しておく
ことによって、これらの段による問い合わせを可能にすることもできる。
【００８５】
　いずれの場合も、エラー分離段あるいは該分離段のエラー検出段を有するユニット内に
、未処理データ用の高周波信号解析装置を設けておくことも可能である。
【００８６】
　本発明の別の実施形態は、任意の測定チャネルの測定データの質に対する目安として自
由に選択可能な限界値が格納されていること、及び、現在の目安を限界値と比較し、限界
値を下回ったことを信号化する比較ロジックが備えられており、その際、この信号が好ま
しくは表示装置を制御することを特徴とする。
【００８７】
　本発明の別の変化形態では、測定データの質に関する目安の変遷について時系列のログ
を保存するための読み取り可能なメモリ領域を設けておくことができる。
【００８８】
　最後に、エラー分離段の現在のステータスの可視化が行え、呼び出し可能であるように
構成することもできる。
【００８９】
　統計的及び物理的な方法を用いることで、エンジン試験設備において測定品質を評価及
び文書化するための信号ベースの測定データ診断を開発することに成功した。この方式は
、信号品質、妥当性及び機器チェックという部分で構成され、仮想的な機器として試験設
備システムＰｕｍa Ｏｐｅｎに実装することができた。その際、信号解析及び機器検査並
びに非定常的エラー検出用のアプローチという各分野における方式開発が、作業の肝要な
点であった。なぜなら、これらの分野では有用なアプローチが存在しなかったからである
。
【００９０】
　信号品質を評価するために考案された本方法は、統計的な仮説検証を信号対雑音比の解
析と組み合わせることによって生まれた。統計的方法は、独立の、かつ正規分布の無作為
標本を前提とするので、これらの限界条件を相関分析並びに状況試験及び適合試験によっ
て検査することが必要であった。続いて、信号品質の評価自体は、信号対雑音比、品質管
理図によって行われる。最後に、部分的結果の全てが、このために特別に開発されたロジ
ックによって信号品質という総合結果にまとめあげられる。
【００９１】
　さらに、本発明において、初めて、神経ネットワーク（ＡＲＴＭＡＰ）に基づいて非定
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常的エラー検出を行うための観察システムを提供し、プロトタイプにおいて実施すること
ができた。これの試行は、模擬的なＮＥＤＣ排ガステストサイクルによってオフラインで
実施された。その際、この観察システムは、新しいデータサンプルを１回提示しただけで
このデータサンプルを学習することができた。類似したサンプルを新たに提示した際、適
切な分類が行われ、予想される目標変数の予測において良好な結果を示した。
【００９２】
　エラー検出の自動総合評価を行うために、エラー検出の結果を、観察された測定信号と
結び付けることができる新しい数学ベースの方式が開発された。このために、ある方式が
エラーを有する測定チャネルをどの程度良好に識別できるかを決定する特性変数（方式分
離強度）を定義しなければならない。推計学と方式分離強度とを組み合わせることによっ
て、エラー分離の結果を導き出す。次に、エラー識別とエラー分類とを組み合わせること
によって、デバウンシングアルゴリズムを介して、エラー重大度が一義的に記述された。
【００９３】
　評価ロジックの開発及びエラーデバウンシングの導入によって、分かりやすいエラー表
示と文書化とが行われた。これとの関連で特に重要であるのは、検査された測定データの
ために導入された品質シールである。このシールは、検査された全ての測定データに付さ
れる。従って、確実で冗長的なデータ利用が可能となる。さらに、データが検査された手
法が、明確かつ再現可能に文書化される。
【００９４】
　以下において、添付の図面を参照しながら、本発明について詳述する。
【図面の簡単な説明】
【００９５】
【図１】今日の実装時における自動化レベルの図である。
【図２】実験計画において現在通常用いられている処理手順を模式的に示す。
【図３】通常の限界値管理を模式的に示す。
【図４】本発明に係るデータ診断の流れを示す模式図である。
【図５】本発明に係るデータ診断の主要コンポーネントの模式図である。
【図６】試験設備システムへの測定データ診断の組み込みのコンセプトを示す。
【図７】実際の試験設備システムにおけるオペレーション階層の機能を示す。
【図８】操作階層の機能を示す。
【図９】フレームワークにおける試験設備診断の実装に関する図である。
【図１０】試験設備診断の論理基本構造を示す。
【図１１】アナログ信号及びデジタル信号の典型的な収集レートを示す。
【図１２】ターボディーゼルエンジンのテストランにおける典型的な測定点を示す。
【図１３】巡回及び測定同期エラー検出用のキャッシュメモリの模式図である。
【図１４】結果マネージャを示す。
【図１５】可視化のためのピラミッド構造を示す。
【図１６】本発明に係るデータ診断の全体的な流れを示す模式図である。
【図１７】ロールメモリの図である。
【図１８】回転速度例に関する未処理データの処理例を示す図である。
【図１９】アンチフリーズ方式によるエラー検出の例を示す。
【図２０】データ転送の機能不良時における検出の例を示す。
【図２１】ある試料での負荷急変時における排ガス温度に関するＰＴ１回帰の結果を含む
図である。
【図２２】前図と同じ方式であるが、データ量が異なる場合の結果を示す。
【図２３】信号品質を評価するためのさまざまな経路を示す模式図である。
【図２４】実際的な信号対雑音比を得るための、ある試料における定常ステップ測定に関
する図である。
【図２５】低周波信号解析に関するリアルタイムデータからのデータベースの形成を示す
。



(15) JP 5203984 B2 2013.6.5

10

20

30

40

50

【図２６】信号品質を求めるためのロジックを模式的に示す。
【図２７】回転速度測定例における平均値品質管理図のグラフである。
【図２８】図２７の例に関するデータベースの分布関数を示す。
【図２９】ノッキング検出例における中央値比較によるエラー検出に関する図である。
【図３０】中央値の算定による運転点変更検出を示す図である。
【図３１】ある試料における定常ステップ測定のグラフである。
【図３２】定常ステップ測定中における線形回帰による勾配の算定を示すグラフである。
【図３３】図３２の一部分を拡大して示した図である。
【図３４】妥当性決定のための温度ツールボックスの構造を模式的に示す。
【図３５】ある特定の試料に関する測定点計画を示す図である。
【図３６】動的運転特性におけるエラー検出の問題点を示すグラフである。
【図３７】図３４と類似した図であり、妥当性決定のための圧力ツールボックスの構造を
示す。
【図３８】Ｃ収支ツールボックス又は排ガスツールボックスを模式的に示す。
【図３９】湿度補正の作用に関するグラフである。
【図４０】Ｃ収支に対するさまざまなエラーの作用を求めるためのグラフである。
【図４１】Ｏ２収支ツールボックスを模式的に示す。
【図４２】図４０と同じように、Ｏ２収支に対するさまざまなエラーの作用を求めるため
のグラフである。
【図４３】ラムダツールボックスを模式的に示す。
【図４４】ラムダ決定時におけるさまざまなエラーの作用を求めるためのグラフである。
【図４５】試料の冷却曲線を含むグラフである。
【図４６】試料の静止時における中央値比較による値の比較を示す。
【図４７】排ガス温度の例における時間特性の補償を示すグラフである。
【図４８】図４７に関して、個々の局所的な線形モデルの特性値を示す。
【図４９】ＡＲＴ２ネットワークの一断面を示す。
【図５０】ＡＲＴＭＡＰネットワークの模式図である。
【図５１】ＡＲＴＭＡＰネットワークの試行時におけるＮＯＸ測定データの分散範囲を示
す。
【図５２】ＡＲＴＭＡＰからの基準測定に対する、任意に選出されたＮＥＤＣサイクルの
結果を示す。
【図５３】本発明に係るエラー分離及びエラー分類の基本コンセプトを示す。
【図５４】エラー分離及びエラー分類のための本発明に係るロジック層の基本構造を示す
。
【図５５】定常ステップ測定によるエラー分離及びエラー分類の例を示す。
【図５６】内部データマネージメントの構造及び機能を模式的に示す。
【図５７】事象可視化の階層の模式図である。
【図５８】図５８ａから５８ｃは、測定データ診断のさまざまなステータスに対する有効
な記号を示す。
【図５９】診断履歴の表示例である。
【図６０】図６０ａ及び６０ｂは、結果可視化の第３階層に相当するエラー検出の範囲及
びステータスに関する図例を示す。
【図６１】品質シールによる測定データのマーキング例を示す。
【発明を実施するための形態】
【００９６】
　障害、機能不良又はエラーの早期の検出は、技術上のプロセスの信頼性及びセキュリテ
ィにとって主要事項であり、従ってまた、エンジン試験設備でのエラー診断を行う動機付
けともなっている。
【００９７】
　従来技術から、中央集中型測定データ診断の開発について次のような結論を導き出すこ
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とができる。
【００９８】
　試験設備システムと外部診断ツールとの間のデータ交換は、今日の従来技術では限られ
ている。なぜなら、利用可能なインタフェースが、とりわけ動作周波数を最大１Ｈｚ以下
に制限し、通例、試験設備システムの情報に対して限られたアクセスしか許容せず（例え
ば測定チャネルリスト、運転モード、試料説明など）、従って、測定データ診断に必要な
情報全てを提供できるわけではなく、双方向通信を許容せず、所定の運転モードでしか応
答しないからである。
【００９９】
　外部診断ツールは、パーソナルコンピュータ又はノートブックという形の追加的な資源
を必要とし、従って、試験設備における複雑さが増大する。
【０１００】
　モデルベースのアプローチは、全般的な試験設備利用には不向きである。なぜなら、試
験設備システム全体の数学的なモデル記述は高コストである上に複雑であり、及び／又は
、試料又は試験設備構造が、適切なシステム識別を保証するほど十分に長く維持されない
からである。
【０１０１】
　測定データ診断の分野についての研究は、わずかな費用で多数の測定変数を自動的に解
析できる診断ツールが必要であることを示している。
【０１０２】
　上述のアプローチの解析から、問題の解決にあたって、測定データ診断と試験設備シス
テムとの間の協働が必要であると推測される。
【０１０３】
　上述のような考え方と統計的実験計画の利用の絶えざる増加とが、エラー検出をＤｏＥ
ソフトウエアＡＶＬ-Ｃａmeｏに実装したアプローチが求められる契機であった。このア
プローチが選択されたのは、最も普及している試験設備システムとのデータ交換のために
必要なインタフェースが、既にＣａｍｅｏでは利用できたからである。さらに、このソフ
トウエア内の特別なインタフェースを介して、独自のアルゴリズムを実装することも可能
である。
【０１０４】
　コンセプト上、このアプローチは、信号ベースの静止エラー検出とオンラインエラー検
出とからなっていた。プロジェクト段階では、標準パラメータ以外の入力が利用者によっ
て行われないことが必要であった。
【０１０５】
　静止エラー検出によって、低温の静止したエンジンでのＣＡＭＥＯテストランに対する
待機状態が確認される。このために、簡単な統計的方式、例えば中央値比較や信頼区間が
用いられる。
【０１０６】
　静止診断が成功した後、ＤｏＥテストラン自体に対する試験設備の承認が行われる。オ
ンラインエラー検出は、テストランによって自動的に開始される。選択された測定変数に
従って、計測中の異常がオンライン表示される。
【０１０７】
　このアプローチによって、信号ベースの物理的エラー検出の簡単なアルゴリズムをオン
ラインで利用できた。しかし、実施してみると、上述のこのアプローチは、最適とは呼べ
ないことが明らかとなった。その理由は、用いられたインタフェースが、本来、特定利用
者向き実験ストラテジーを統合するためのものであったからである。この事情によって、
新たなテストラン毎に実験ストラテジーとエラー検出方式とを結び付ける作業が必要とな
る。その際、実装のために、特殊なソフトウエア知識が必要である。さらに、Ｃａｍｅｏ
は、自らデータ収集を行うことができず、従って、試験設備システムのデータにアクセス
しなければならない。しかし、このアクセスは、設定された測定モード（平均値測定又は
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実際値測定）によってのみ行われる。Ｃａｍｅｏ測定の場合は、通例、このモードは平均
値測定である。さらに、Ｃａｍｅｏは、試験設備システムにおいて、いわゆる定常ステッ
プ測定（平均値測定）を開始し、最後にステップ測定の平均値を測定値として返してもら
う。従って、測定１回当たりの測定データ診断には、ただ１つの測定値しか利用できない
。平均値を形成するために用いられるデータ素材にはアクセスすることができない。従っ
て、信号品質を評価するための領域全体が、完全に排除されてしまい、多くの情報が、利
用されないまま「廃棄」される。さらに、必要とされる、エラー検出のパラメータ化は、
明らかに複雑になった。
【０１０８】
　上記の短所から結論付けられることは、Ｃａｍｅｏ式アプローチは、全般的な試験設備
利用には不向きであるということである。肯定的に評価すべき点は、このアプローチによ
って、オンラインエラー検出が基本的に実行可能であることが示され、構造、パラメータ
化、承認条件及び結果表示に関する重要な知見が得られたことである。
【０１０９】
　Ｃａｍｅｏ式アプローチの経験値は、オンライン測定データ診断のための新しいアプロ
ーチに生かされた。今回、このアプローチは、…との結び付きに基づいている。
【０１１０】
　本書において測定データ診断というとき、それは、エンジン試験設備におけるデータ収
集の際に偏差、障害、エラー又は機能不良を検出及び特定するための信号ベースの方法を
常に意味するものとする。このためには、計画された特定目的向けの手順が必要であり、
この手順は、以下において診断ワークフローと呼ぶ。本発明に係るデータ診断用のスキー
マとしての診断ワークフローは、図４から明らかなように、エラー検出、エラー分離、エ
ラー識別及びエラー分類という各ステップからなる。
【０１１１】
　診断ワークフローは、試験設備システムＰｕｍa Ｏｐｅｎの統合要素として実施される
。その際、アーキテクチャへの必要な介入は、パラメータ化から結果文書化までの一貫し
たコンセプトを必要とする。
【０１１２】
　総合診断コンセプトに関してこれが意味することは、まず、全ての主要コンポーネント
とそれらの相互作用とを定義しなければならないということである。その際、測定データ
診断に含まれるのは、例えば、パラメータ化、静止エラー検出、オンラインエラー検出と
いう各コンポーネントであり、これらは、ＡＶＬ社の測定同期式試験設備システムＰｕｍ
ａ５．５の各バリエーションを有する。その際、エラー検出方式は、独自のプログラムで
実施される。
【０１１３】
　このプログラムは、試験設備システムの始動時に自動的に起動され、試験設備システム
の対応するサービスに接続される。このために、Ｐｕｍａは、特別なインタフェース（Ｃ
ＡＰＩ）を提供する。このインタフェースを介して、測定データの他に、初めて、試験設
備システムからの情報も、最大動作周波数ｆＡｒｂｅｉｔ＝１Ｈｚで問い合わせ、解析す
ることができる。また、このインタフェースが自動化システムへ情報を伝送できることに
よって、初めて、診断システムと試験設備システムとの間の双方向通信が可能となった。
これにより、診断結果は、例えば、直接、試験設備システムのユーザウインドウに表示す
ることができる。これの利点は、利用者に対して、自らの慣れ親しんだシステム環境で診
断情報が表示されるという点である。
【０１１４】
　物理的及び論理的アプローチ以外に、初めて、信号品質の評価と簡単な機器チェックと
が、エラー検出の固定要素として導入することができた。これの核となったのは、標準偏
差と平均値とに関する品質管理図（ＱＲＫ）であった。
【０１１５】
　要するに、確かなことは、Ｐｕｍａ式アプローチによって、オンラインエラー検出のた
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めの有効なコンセプトが実現できるということである。さらに言及しておくべきことは、
このアプローチによって、初めて、測定データ診断を試験施設に広く普及させることが可
能となったということである。
【０１１６】
　Ｐｕｍａ式アプローチはＣａｍｅｏ式アプローチよりも明らかに優れた結果をもたらし
たけれども、この場合もインタフェースの性能を短所として挙げなければならない。最大
動作周波数ｆＡｒｂｅｉｔが１Ｈｚであること以外にも、この解決手段の場合、非常に限
られた命令範囲しか利用できないという点がある。従って、フィルタリング以前又は高周
波信号解析以前の未処理データの妥当性が考慮されない。
【０１１７】
　従って、普及している試験設備システムのいずれもが、測定データ診断システムの要求
を満たす、標準化されたインタフェースを提供することができなかった。しかし、この要
求を満たすことは、測定データ診断を成功裏に実現するためには不可避である。この測定
データ診断は、閉じられたプログラムとして試験設備のパーソナルコンピュータ上又は追
加的なコンピュータ上で運用することができる。独自の診断コンピュータを利用する利点
は、試験設備のコンピュータに余分なシステム負荷が生じないこと、及び、診断ツールを
異なった試験設備に柔軟に利用できることである。
【０１１８】
　外部の解決手段のために、試験設備のコンピュータと診断コンピュータとの間の確実な
データ転送が保証されねばならない。その際、短所として、普及している試験設備システ
ムに対する標準的なインタフェースが存在しない（例えばＵＳＢ）という点、及び、コン
ピュータの追加によって財務コストが嵩むという点がある。
【０１１９】
　測定データ診断を試験設備のコンピュータで行う場合、十分に注意すべきことは、生じ
たシステム負荷が試験設備の運転を損なわないようにすることである。しかし、試験設備
システムへの測定データ診断の統合は、試験設備システムの全ての内部情報にアクセスで
きるという利点を有する。
【０１２０】
　外的及び内的なアプローチによって、試験設備システムのフレームワーク（ソフトウエ
アのフレーム構造）に対する新たな要件が生じる。これらの要件は、新しい機能及びイン
タフェースによって実現しなければならない。それには、試験設備システムのシステム構
造に対する基本的な介入が必要であるが、これは、適当な製造業者の支援によってしか実
現できない。
【０１２１】
　これらの考え方は、外部インタフェースと内部の解決手段との両者に対するシステム製
造業者の支援があって実現できる。
【０１２２】
　しかし、外部インタフェースのために、内部データフローの大部分を外部へ伝えなけれ
ばならない。このために必要な透明性は、ほとんどの製造業者にとって、企業間競争とい
う点から好ましいものではない。この透明性は、内部の解決手段の場合には不必要である
。
【０１２３】
　次に、まず、中央集中型測定データ診断の基本コンセプトが、Ｐｕｍａ Ｏｐｅｎベー
スで提示され、文書化される。アーキテクチャにおける後からの変更を避けるために、測
定データ診断に対する全ての既知の要件を入念に表現することがどうしても必要である。
特に注意しなければならないのは、診断範囲、診断深度及び結果編集に関する問い合わせ
に対する応答である。それに続いて、実行可能性の評価が行われ、このために必要な、シ
ステムアーキテクチャの解析が行われる。
【０１２４】
　次に、最新の従来技術によって知られている要件について論じる。これらの要件は、特
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に、検出精度、頑健性及び診断深度、測定データ診断の動作周波数、本発明に係るコンセ
プトに従った監視範囲、エラー検出の運転モード、測定チャネルと計算アルゴリズムとの
間における割り当て、測定データ診断のパラメータ化に対する要件、可視化コンセプト、
結果管理に関するコンセプト、限界条件及び承認条件、並びにデータフローに関する要件
、さらにまた、エラー検出あるいは巡回エラー検出、内部データマネージメント、エラー
診断の評価に関する要件であり、それらには、重大度の表明を伴うエラー分離及びエラー
識別、診断結果の可視化及び／又は文書化、並びに測定データと診断データとの結合が含
まれる。
【０１２５】
　エンジン試験設備での測定データ診断という分野におけるこれまでの研究とは対照的に
、本発明では、エラー検出方式の最大化の優先度は二次的である。ここでは、エラー検出
は、エラー分離又はエラー識別と全く同様に、診断ワークフローの部分的な機能を担って
いるに過ぎず、測定データ品質の確保と文書化とに貢献するだけである。
【０１２６】
　これとの関連において、主要コンポーネントという概念は、任意の数のサブ機能を利用
できる閉じられた機能ユニットを意味する。
【０１２７】
　統合された測定データ診断の基本コンセプトは、主要コンポーネントの２つのグループ
からなる。第１のグループは、エラー検出、エラー分離、エラー識別及びエラー分類とい
う主要コンポーネントからなり、診断フロー自体を指す。その際、エラー識別とエラー分
類とは、エラー識別としてまとめることができる。
【０１２８】
　第２のグループは、周囲環境との通信を担う。これらのコンポーネントは、効率的かつ
柔軟に使用するために不可欠である。これらは、必要とされる、利用者とのデータ交換を
可能にし、パラメータ化、内部データマネージメント及び結果管理という主要コンポーネ
ントによって実現される。
【０１２９】
　同時にまた、コンセプトの統合を優先することから、主要コンポーネント内における拡
張可能な機能構造が要求される。これは、後に新しいエラー検出機能を実装及び評価する
ことを可能にするために重要である。
【０１３０】
　情報科学では、このストラテジーは、汎用プログラミングと呼ばれる。これは、再利用
可能なソフトウエアライブラリを開発するための方法と解される。その際、関数は、異な
ったデータ構造にも用いることができるように、できる限り汎用に設計される。汎用プロ
グラミングにおいて重要なことは、アルゴリズムが一定のデータタイプのために書かれる
のではなく、アルゴリズムが、データタイプに対する一定の要件のみを課すことである。
汎用モデルは、具体的な状況の特定の対象に対して適合可能である。図５は、それに関す
るデータフローと各主要コンポーネントの相互作用とを示す。各主要コンポーネント間の
インタフェースは、情報が、コード化された形で所定の数値によって転送されるように構
成されている。
【０１３１】
　ＡＶＬ Ｌｉｓｔ ＧｍｂＨのシステムＰｕｍａ Ｏｐｅｎを用いて、データフローと必
要なインタフェースとが実際の試験設備システムでどのように実現できるかが分析された
。このために、まず、Ｐｕｍａ Ｏｐｅｎのシステムアーキテクチャの分析が行われた。
Ｐｕｍａ Ｏｐｅｎは、図６に示されたデバイス構造として構成されており、さらにこの
デバイス構造は、２つの部分からなる運転システム構造の上に置かれている。
【０１３２】
　その際、プロセス階層は、試験設備と外界との間の情報交換を担う。試料及び負荷ユニ
ットの他に、全てのセンサ、アクチュエータ並びに測定増幅器及び電荷増幅器及び試験設
備メカニズムが、この階層に属する。インタフェース階層は、センサと情報処理との間の



(20) JP 5203984 B2 2013.6.5

10

20

30

40

50

信号変換を行い、さらに、必要に応じて、その他のサブシステムの結合を実施する。
【０１３３】
　オペレーション階層は、図７に示された、試験設備の中心機能を実現し、従って、自動
化システムの核となる。これは、例えば、非特許文献１３にも説明されている。
【０１３４】
　入／出力階層（Ｉ／Ｏ階層）は、通例、リアルタイム可能なハードウエア／ソフトウエ
アプラットフォームに含まれている。その際、インタフェース階層のデジタル化された測
定値は、シーケンス制御、フィードバック制御、監視及びデータ保存のためのそれぞれ適
当なアルゴリズムによって用意される。ここではまた、例えば、妨害信号の影響を最小限
に抑えるためのフィルタ法やデータ整理のための分類法も用いられる。幾つかの測定値（
例えばエンジン回転速度や油圧）は、測定値としてだけでなく、フィードバック制御用又
は安全機構用の実際値としても利用される。
【０１３５】
　他方では、オペレーション階層は、さらに操作階層とも通信を行う。ここでは、利用者
によって指定された実験手順がリアルタイムに実施され、その際、手順の個々のステップ
は、時間制御又はイベント制御することができる。最大のダイナミクスを実現するために
、実験手順が信号収集と時間的に同期して実施される。その際、試験設備のフィードバッ
ク制御に対する基準値の設定は、利用者によって手動で、又は適当な実験計画を介して自
動的に行うことができる。
【０１３６】
　操作階層（図８）は、テストラン作成、可視化及び実験管理のための全てのエディタを
含む。従って、この階層は、オペレーション階層と管理階層との間の連結部である。
【０１３７】
　管理階層は、一般的に中央のデータバンクに基づいてテストラン及び実験結果をネット
ワーク化するためのプラットフォームを提供する。この階層は、試験施設における各試験
設備のテストラン及び実験結果について試験設備全体にわたる管理を行う役目を担う（ホ
ストシステム）。実験結果を管理する際、今日、ＡＳＡＭ－ＯＤＳがしばしば用いられる
。ＡＳＡＭ－ＯＤＳは、データの解釈、モデル管理用のインタフェース、データ格納、デ
ータアクセス及びデータ交換に関する汎用データモデルを定義する。
【０１３８】
　各デバイス（機器又はサービス）は、いわゆるリアルタイムシステムインタフェースを
介して、リアルタイム部分と非リアルタイム部分とに分けられている。
【０１３９】
　データフローは、センサの場合、プロセス階層から始まり、インタフェース階層を経て
リアルタイムフレームに達する。そこで、データは、リアルタイムＩＯハンドラによって
受け取られ、以降の処理のためにリアルタイムシステムチャネルインタフェースによって
編集される。
【０１４０】
　リアルタイムフレームにおける個別プロセスは、測定データ診断の実行のためには重要
ではないので、これ以上の説明はしない。
【０１４１】
　自動システムフレームにおけるデータフローについては、機器（デバイス）とシステム
チャネルとからなるモデルに関して説明する。その際、システムチャネルは、データチャ
ネル又は通知チャネルとして機能することができる。
【０１４２】
　データチャネルは、物理的な測定変数の値を取得するチャネルと同等である。このシス
テムチャネルは、いわゆるシステム変数（例えばオンライン値、最小値、最大値、平均値
）を用いて値を保存する。一方、通知チャネルは、ステータス情報及び通知情報を含有す
る。
【０１４３】
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　システム変数には、システムチャネルのデータ、すなわちデータチャネル及び通知チャ
ネルからの情報が含まれる。これらのデータにはシステムチャネルについて詳しく記述が
なされているので、これらのデータは、システムチャネルの特性と呼ばれる。
【０１４４】
　Ｐｕｍａ Ｏｐｅｎは、これらのシステムチャネルを複数個生成する。これらには、例
えば、１つの規準名を割り当てておくことができる。その際、規準名は、まさに測定チャ
ネルの名前であって、利用者がチャネル名だと分かるような名前である。
【０１４５】
　システムチャネルは、少なくとも１つのシステム変数を持ち、さらに不定個数のシステ
ム変数（最小値、最大値、平均値、標準偏差、フィルタ又はリングメモリ）を有すること
ができる。
【０１４６】
　数量は、オンライン変数、例えば名前、タイプ、小数点以下の桁数などの記述である。
しかし、数量は、現在時の測定値を有してはいない。オンラインシステムの開始時に、実
際に用いられた各数量についてシステムチャネルが生成される。一方、デバイス（機器）
は、常時、システムチャネルを生成することができる。
【０１４７】
　Ｐｕｍａ Ｏｐｅｎの場合、３つの機器グループに分けられる。すなわち、例えば燃料
計量器などの測定デバイス、交換可能かつ顧客固有のＩ／Ｏ、いわゆるＩ／Ｏデバイス、
及び、例えばコントローラ又は定式などの疑似機器（仮想デバイス）に分けられる。
【０１４８】
　個々の機器を結合するために、供給者－使用者モデルが用いられる。機器はシステムチ
ャネルを介して物理的に接続されており、その際、各システムチャネルは、複数の使用者
を有することができるが、供給者は単数でなければならない。
【０１４９】
　統合された測定データ診断にとって本質的な機能は、フィルタリングされていない未処
理データにアクセスすることである。フレームワークアーキテクチャによって、Ｐｕｍａ
 Ｏｐｅｎにおいて、所定のシステムチャネルについて、オンライン可視化（グラフィッ
ク）用及びレコーダ用のリングバッファを設けることができる。これの背景には、非リア
ルタイム運転システムが、常時、リアルタイム運転システムによって中断されるというこ
とがある。しかし、データを見るために、リングバッファが必要とされ、これによって、
損失なくデータをリアルタイム部から非リアルタイム部へと転送することができる。その
際、データは、時間的に同期して記録されるが、表示は時間的に同期しては行われない。
【０１５０】
　その際、リングバッファは、「時間軌跡」を記録するミニレコーダに相当する。リング
バッファの開始時間は、リアルタイム階層のクロックマスタティックによって決定される
。データ収集の時間間隔は一定である。このようにして、時間的に正確に値が記録される
。本発明では、このリングバッファが測定データ診断に組み入れられることが想定されて
いる。これによって、初めて、操作されていない未処理測定データの高周波信号解析を実
施することが可能となる。
【０１５１】
　上述の、Ｐｕｍａ Ｏｐｅｎのアーキテクチャにおいては、測定データの統合が、図６
に模式的に示されているように、デバイスを追加して実現される。この理由は、新しいデ
バイスのために必要なインタフェースが、Ｐｕｍａには既に存在するか、あるいは容易に
付け加えることができるからである。これにより、試験設備の、診断に関連する全てのデ
ータにアクセスすることが可能となる。図９は、システムチャネルマネージャ、試験設備
管理、データ収集又はリミット監視のために必要なフレームワークアクセスがどのような
ものであるかを示す。次に、図１０も、試験設備システムと測定データ診断部との間のイ
ンタフェースとデータフローとを示す。この流れは、パラメータ化に必要な情報を管理階
層から読み取ることから始まる。その際、特に重要であるのは、試料データ、テストラン
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データ、及びシステムで利用可能な測定チャネルである。
【０１５２】
　エラー検出部は、必要とされる入力情報に関してインタフェース階層と相互的なやり取
りをしなければならず、かつ、診断結果の可視化のために、操作階層へアクセスできねば
ならない。診断結果の文書化も、やはり管理階層へのアクセスを必要とする。
【０１５３】
　基本的な実行可能性の他に、測定データ診断に対する期待度を表現することが、コンセ
プト開発における重要な点である。すなわち、どのようなエラー及びどの程度の診断深度
まで、統合された測定データ診断によってカバーできるか、及びカバーすべきかという問
いに答えなければなららない。目的は、原則として、使用できない測定結果につながる状
態を検知することである。
【０１５４】
　その際、重要なことは、試験設備に直接測定された信号が存在するということ、及び、
一般的にシステム動作に関する高コストの識別検査を実施することができないということ
である。これが、エラー検出の信号ベースのアプローチを生む契機となっている。その際
、考慮しなければならないことは、エラーとエラーのないシステム動作とは明らかに区別
する必要があるという点である。その際、検出できる重大度が、プロセスによって、及び
、用いられる方式のポテンシャル又はモデルのポテンシャルによって異なるからである。
【０１５５】
　この重大度の目安は、検出精度である。これは、方式の特性及びパラメータであり、従
って、確実に検出できる最小のエラーについての目安である。
【０１５６】
　簡略化又は仮定を伴うので、検出精度は、方式の特性とみなさなければならない。なぜ
なら、これらの仮定及び簡略化のために当該の方式をそれ以上厳密に記述することができ
ないからである。
【０１５７】
　炭素収支における簡略化によって、例えば、最大検出精度は１０％になる。すなわち、
期待されるシステム動作からの有意な偏差を検出するためには、流入する炭素質量流量と
流出する炭素質量流量との差は、少なくとも１０％はなければならないということである
。
【０１５８】
　測定データ診断を所定の試験タスクに最適に適合できるように、検出精度はパラメータ
化可能でなければならない。従って、利用者は、エラー検出に対する自らの期待度を自分
で決定することができる。この理由により、検出精度は、システム特性とみなされるだけ
でなく、パラメータともみなされる。
【０１５９】
　従って、検出精度は、エラー診断に対する期待度を定量化する重要な特性である。この
ために、用いられる各エラー検出方式について最大可能検出精度を提示しなければならな
い。例えば、ＨＣ未処理排出において５ｐｐｍの偏差が非妥当又はエラーとして検出でき
るという期待は、実現することができない。それに対して、動作時温度を有するエンジン
において、例えば１００℃の排ガス温度を確実に非妥当として検出することは保証されね
ばならない。
【０１６０】
　さらに、エラーという概念とエラー原因あるいはエラー源という概念との間を明確に区
別するように注意する必要がある。実際的には、例えば「非測定待機状態」という機器状
態は、信号ベースの測定データ診断によって検出されるエラーである。エラー原因は、例
えば補助エネルギーの不足（例えばＦＩＤ用の燃焼ガス）であるかもしれない。しかし、
信号ベースのエラー診断は、「排ガス解析非測定待機状態」というエラーから、「ＦＩＤ
用の燃焼ガスがない」というエラー原因を導出することはできない。
【０１６１】
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　この例からすぐに分かるように、信号ベースのエラー検出によって、エラーあるいは当
該の測定信号へのエラーの作用を決定することはできる。一方、検出されたエラーからエ
ラー原因を推定することは、ただ例外的な場合にしか可能ではない。しかし、測定データ
診断が異常な測定信号を表示することで、利用者は敏感になり、また、この診断は、エラ
ー原因自体を識別する際にも有効なツールとなり得る。
【０１６２】
　しかし、ある種の状況では、以下においてエラー検出の方式との関連で詳述するように
、収支の偏差を求めるか、あるいは、排ガス依存の信号又はオペランドと、排ガスに依存
しない信号又はオペランドとの間の冗長比較を行うこともできる。後に続く故障樹解析に
おいて、個々の場合について、エラー原因を指摘し、例えば、「排ガス測定非妥当」とい
う結論を導き出すこともできる。
【０１６３】
　原則として、診断強度は、常に、診断の頑健性と対立する関係にある。頑健性もまたシ
ステム特性であり、このシステム特性は、エラー診断の際、危険性及び障害がある場合の
診断説明の信頼性に関係する。診断強度が非常に高く設定されており、信頼区間が狭く、
許容差が小さい診断システムは、システムノイズによる有意な差及び偏差をあまり確実に
解消できないとしても、頑健性を有すると言える。しかし、その際、エラー通知を生成し
てはならない。他方、設定があまりにも緩い診断は、有意な差を検出しないこと、又は検
出が遅すぎることがある。このような極端なケースがどちらにしろ頻繁に生じる場合、正
確な診断結果が得られるという信頼性は失われることになる。診断強度、診断深度及び頑
健性という特性については、エラー検出の方式との関連でさらに詳細に論じ、定量化する
。
【０１６４】
　測定データ診断を利用する際の重要な問題は、データにおける異常をどの程度素早く検
出することができ、また検出しなければならないのか、ということである。従って、動作
周波数ｆＡｒｂｅｉｔの決定が、コンセプト開発におけるもう１つの重要な点である。図
１１には、試験設備で一般的に用いられる、最重要測定変数用サンプリング周波数が示さ
れている。
【０１６５】
　容易に見て取れるように、全ての重要な試験設備測定変数を１Ｈｚから１０Ｈｚの範囲
でサンプリングすることができる。それよりも高いサンプリング周波数は、一般的に特殊
用途のために留保されたままである。同時にまた、測定データ診断によって生じるＣＰＵ
負荷を考慮しなければならない。
【０１６６】
　第３の判断基準として、検出速度を検討することができる。測定データ診断は、システ
ム臨界状態の監視機構としては不向きである。試験装置の安全性又は試料の安全性に関係
する運転状態は、試験設備システムにおいて適当な管理メカニズムによって監視される。
従って、エラー検出時にリアルタイム要求は発生しない。他方、異常は、できる限り素早
く検出されるべきである。
【０１６７】
　日常の試験設備運転の解析から、測定データ収集は、通例、１Ｈｚで、また耐久試験の
場合には部分的に０．１Ｈｚで行われていることが分かっている。従って、通例、全般的
な試験設備利用には、１Ｈｚの動作周波数ｆＡｒｂｅｉｔで十分である。それよりも高い
動作周波数は、システム負荷上の理由により拒否される。反復方式のための準備時間と、
１Ｈｚという動作周波数とを考慮すると、測定データ診断は、エラー発生から３０秒ない
し６０秒以内にそのエラーを確実に検出することができるべきである。
【０１６８】
　監視範囲に関しては、基本的に、監視すべき測定変数の個数は任意であるべきである。
限界値は、ここでは計算コスト、メモリ容量及び試験設備システムのフレームワークによ
って決まる。図１２は、ＴＤＩ構造の例についての典型的な測定点を示す。これから、エ
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【０１６９】
　測定データ診断について、エンジンへ流入及びそこから流出する全ての質量流量並びに
全ての関連する温度、圧力及び排ガス未処理排出が考慮される。ＥＣＵ変数又は追加的な
ラムダ値は、全ての試験設備で利用できるわけではない。質量流量という項目におけるエ
ラー検出及び排ガス解析時におけるエラー検出にとって、これらの変数は特に重要であり
、従って、可能な限り考慮するべきである。
【０１７０】
　当該の測定点の一義的な識別のために、パラメータ化において、選択された全ての測定
チャネルにいわゆるマスタークラスが割り当てられる。これらの測定チャネルは、プログ
ラミングされたエラー検出アルゴリズムの変数であり、従って、測定変数と計算式とを結
び付ける。マスタークラスへの測定変数の分配は、測定変数の位置と種類とに応じて行わ
れる。測定点の位置は、位置０から位置４までの通し番号が付され、対応する物理的変数
の略語によって補完される（例えば、Ｔ０＝測定点０における温度）。
【０１７１】
　本発明の以下の実施形態には、以下のマスタークラスと測定点とが用いられる。
【０１７２】
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【表２】

【０１７３】
　定常ステップの測定値は、測定段階の終わりに個々の測定の平均値から得られる。しか
し、ＭＳＦを実施できるのは、ステップの開始と終了とが分かっている場合のみである。
これらの情報は、試験設備システムから得られる。
【０１７４】
　定常ステップ測定の場合、ＰｕｍａはＭＳＦを独立した仮想測定機器として認識し、解
析すべきデータを測定ウインドウを介して収集する。実現のために、イベントの開始及び
終了を周期的に制御する適当なイベントマネージャ（デバイスハンドラ）を開発しなけれ
ばならなかった。巡回エラー検出及び測定同期エラー検出は、並列的にも個別的にも行う
ことができる。このために必要な起動は、パラメータ化中に行われる。
【０１７５】
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　測定の開始イベント及び終了イベントは、当該の定常ステップ測定の開始時点にＰｕｍ
aによって中止され、これらのイベントは、イベントマネージャによって傍受されねばな
らない。これに応じて、イベントマネージャはＭＳＦを開始又は終了する。システム負荷
を最小限にするために、リアルタイムリングメモリの読み取りは、作業工程１つ当たり１
回だけ行われる。このために、データは２つに分けられた内部キャッシュメモリにコピー
される（図１３）。キャッシュメモリのイベント制御とそれに対応するエラー検出モード
の実施とが、図１４に示されている。上述した汎用構造によって、ここで、他のマスター
クラスを組み込むこともできる。
【０１７６】
　予備調査を通じて、及び、検査エンジニアとの経験の共有を通じて、測定データ診断の
際に異なった運転モードに対する需要があることを知ることができた。この理由から、統
合された測定データ診断では、静止エラー検出、巡回オンラインエラー検出（ＺＯＦ）及
び測定同期エラー検出（ＭＳＦ）という３つの運転モードが利用できる。
【０１７７】
　静止診断では、既にエンジン始動前に簡単なシステム検査が実施される。これにより、
例えば、エンジンの動作中には実施できない、温度変数の簡単な比較が可能である。
【０１７８】
　もう１つの重要な点は、実験が開始条件の調整を必要とする場合である。この場合、静
止診断が特に有効である。なぜなら、エラーの場合に、必要な限界条件に達するまでの不
必要な待ち時間を伴わないからである。静止診断では、エンジン始動前の停止時に利用者
が手動によって開始する特別なエラー検出方式が利用できる。これについては、静止診断
との関連において、後に詳述する。
【０１７９】
　ＺＯＦは自明な方式であり、既に上記課題がこれを行う理由である。しかし、ＺＯＦに
よるテストランが長時間の場合、それに伴ってデータ量は大きくなる。
【０１８０】
　さらに、巡回エラー検出と測定同期エラー検出とを厳密に区別する理由は、日常の試験
設備運転において、（調整段階及び安定化段階の後に測定段階自体を伴う）定常ステップ
測定が実施されることが多いからである。ＭＳＦが測定データの解析を行うのは、システ
ムによって定常ステップ測定が開始されたときだけである。その際、透明性及び時間上の
理由から、測定中に測定データ診断をデータ収集と同期的に行うのが有利である。さらに
、付言しておくべきことは、この運転モードが、試験設備への統合によって初めて可能に
なったことである。統合前には、測定データ診断のための定常ステップの開始及び終了を
「可視化」することはできなかった。
【０１８１】
　巡回エラー検出の場合、及び、測定が起動されなかった場合、リアルタイムリングメモ
リのデータは、動作周波数で巡回エラー検出のキャッシュメモリへコピーされる。これに
対し、「測定開始」というイベントが発生した場合、巡回エラー検出のために、リアルタ
イムリングメモリの、既に収集されているデータを一部分、測定同期エラー検出のキャッ
シュメモリへコピーしなければならない。それと全く逆のことが行われるのが、巡回イベ
ントが測定同期エラー検出中に生じた場合である。この場合、終了イベントの場合と全く
同じように、両キャッシュメモリへの書き込みが行われる。その際、巡回キャッシュメモ
リの評価は、それに対応する動作周波数で行われる。一方、測定同期メモリの評価は、常
に測定の最後にのみ行われる。
【０１８２】
　妥当性方式の場合、各チャネルの物理的な意味が重要である。なぜなら、チャネルは、
適当な方式及び計算式と結び付けられねばならないからである。この割り当ては、規準名
マッピングと呼ばれ、パラメータ化中に行われる。ここではまず、妥当性検査を実施すべ
き全てのチャネルが起動される。次に、各規準名にそれに対応するマスタークラスが割り
当てられる。これにより、例えば、規準名Ｔ＿Ｚｙｌ１がマスタークラスＴ３の測定チャ
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ネルであることがシステムに知らされる。規準名マッピングからの情報によって、診断シ
ステムは、自動的に全ての実施可能な方式を決定することができる。
【０１８３】
　物理式の計算が正確に行われることを保証するために、チャネル固有の物理単位をＳＩ
単位系に変換することが有効である。その際、例えば、温度は℃からケルビンに変換され
る。
【０１８４】
　場合によっては、圧力測定の際、別の変換が必要である。なぜなら、この場合、絶対圧
と相対圧又は差圧との両方が生じる可能性があるからである。さらに、圧力は、さまざま
な単位、例えばｍｂａｒ、ｈＰａ、ＭＰＡ、ｂａｒなどで示される。誤りを避けるために
、全ての圧力が、絶対圧及びＳＩ単位のパスカルに換算される。データ変換に必要な情報
は、パラメータ化部から得られる。
【０１８５】
　フレームワークにおける適切なインタフェースによって、物理単位に関する情報はまた
、直接、規準名テーブルから取り出すこともできる。
【０１８６】
　パラメータ化によって、測定診断データを、任意の試験タスクに適合することができる
。その際、特に注意すべき点は、パラメータ化を素早く、分かりやすく、かつ、中央集中
的に行うことである。この要件を満たすために、独自のパラメータ化コンセプトが開発さ
れた。上述したように、規準名マッピングを通じて測定変数と物理式とを結び付けなけれ
ばならない。一方、信号解析のためには、チャネルの物理的意味は重要ではない。なぜな
ら、この場合は、データに基づいた解析しか行われないからである。ここでは、限界値と
確率とが重要である。機器チェックの機能は、特殊測定機器の適当な情報があることを前
提条件とする。従って、自由にパラメータ化可能な診断パラメータがなければならず、こ
れによって初めて、特定の要件に診断を適合させることが可能となる。自由パラメータの
データ入力のためには、それに対応する事前設定の他に、利用者との対話も必要であるの
で、適当なパラメータコンポーネントを統合しなければならない。
【０１８７】
　その際、パラメータ化は、重要な機能、すなわち、試験設備固有の適合を可能にする全
てのパラメータへアクセスできるようにするという機能と、全ての診断パラメータに共通
に有効である事前設定の仕方を開発するという機能とを有する。試験設備固有の適合のた
めに、以下のパラメータ化グループが形成された。すなわち、規準名管理、静止診断、運
転点変更検出、定常動作検出、信号品質、妥当性、アーカイビングというグループである
。これらの個々のグループが、見通しを良くし、所望の設定に素早くアクセスすることを
可能にする。
【０１８８】
　例えば、規準名管理において、監視すべき測定チャネル（規準名）の選択が行われる。
そのとき、他のグループには、選択されたチャネルだけが現れる。
【０１８９】
　一方、運転点変更検出の場合又は定常動作検出の場合、所定のシステム動作を表す測定
チャネルを選定することができる。
【０１９０】
　それに対して、信号品質のパラメータ化及び妥当性が、エラー検出の範囲を決定する。
その際、自動的に、選択された規準名に基づいて最大限可能な方式範囲が決定される。
【０１９１】
　各パラメータグループについては、さらに、エラー検出の対応機能と共に論じる。
【０１９２】
　最も重要で最も難しい課題の１つは、エラー検出の評価と実際のエラーの把握である。
これは、診断ワークフローにおいて、エラー分離、エラー識別及びエラー分類という主要
コンポーネントに相当する。このために、個々のエラー検出方式とエラー重大度とを考慮
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しながら、汎用出力ロジックを開発しなければならない。これにより、多量の情報によっ
て利用者に過剰な負担がかかることを回避することが保証される。同時にまた、このロジ
ックは、適当な可視化に結び付けられていなければならず、この可視化は、異なった利用
者のためのさまざまな情報階層を提供する。これは、図１５に示されたピラミッド構造で
実現される。
【０１９３】
　階層Ｉでは、診断の機能ステータス及びエラーステータスに関する情報が表示される。
必要に応じて、階層ＩＩにおいて、利用者は診断履歴に関する情報を利用できる。階層Ｉ
ＩＩでは、全てのエラー検出機能の現在のステータスを知ることができる。この出力ロジ
ックの場合にも、後から個別機能を組み入れることが可能であるように注意する必要があ
る。すなわち、個別機能を後から実装するために、エラー検出を評価するための汎用プロ
セスを開発しなければならない。これらのコンポーネントは、後に、エラー分離及びエラ
ー分類との関連で説明する。
【０１９４】
　測定データ診断を円滑に実行するために、目的に合わせたデータ管理が必要である。こ
れは、内部データマネージメントと結果管理自体との両方に関連する。内部データマネー
ジメントは、ミニデータバンクの形で実現される。このデータバンクには、以下のデータ
グループが含まれる。すなわち、パラメータ化データ、用いられた方式に関する情報、中
間結果、エラー通知、利用者の介入というデータグループである。
【０１９５】
　これらの情報は、一部が診断の開始時に、一部がオンラインによって、データバンクに
書き込まれる。そのとき、各１回の診断実行毎の終わりに、エラー分離部及びエラー分類
部がデータにアクセスし、オンラインで診断結果を作成する。診断結果は、診断の終わり
に、利用者の介入を文書化したものとパラメータと共に特定のファイルに格納される。こ
れらのファイルは、試験設備のデータバンクにおいて適宜参照される。
【０１９６】
　プロセス依存性又は機器依存性の特徴を正しく判断するために、承認条件は、測定デー
タ診断の重要な制御要素である。これの例は、燃料計量器への充填や運転点の変更あるい
は変動点変更である。さらに、方式固有の要件にも注意しなければならない。例えば、エ
ラー検出の大抵の方式は、定常的な運転点にしか適用されないからである。これは、特に
信号解析と妥当性とに当てはまる。個々の承認条件に関する理由付けについても、以下に
おいて各方式との関連において説明する。しかし、測定データ診断における重要な承認条
件は、定常動作検出、機器承認及び特別承認、例えば低負荷検出やジャンプ検出に関連す
る。
【０１９７】
　上記の事情を考慮して、図１６に示された、診断の全体的な手順が生まれる。試験設備
システムのリアルタイム階層において、未処理データは、損失なく、リアルタイム階層か
ら非リアルタイム階層へ転送するためにリングバッファに書き込まれる。リングバッファ
のサイズは、当該のチャネルに関して設定された収集周波数に依存する。このパラメータ
化は試験設備システムで行われ、測定データパラメータ化には含まれない。しかし、この
情報は、適当なインタフェースを介して診断のために利用できる。
【０１９８】
　リングバッファは、パラメータ化可能な動作周波数（例えばｆＡｒｂｅｉｔ＝１Ｈｚ）
で読み取られ、ｎ個の要素を有するデータパケットを形成する。これらのデータパケット
は、診断プロセス用の未処理データとして用いられる。例えば、回転速度が１ｋＨｚのサ
ンプリング周波数ｆＡｂｔａｓｔで収集される場合、そのデータパケットはｎ＝１０００
個の値からなる。
【０１９９】
　システム性能上の理由からこれらのデータパケットは、従来、一般的に直接、フィルタ
リング又は平均値形成を通じたデータ整理に送られてしまい、これによって、既に信号品
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質に関する重要な情報が未使用のまま失われてしまった。しかし、本発明によって、これ
らのデータは、高周波解析（ＨＦＡ）を通じて将来解析されることになる。さらに、ＨＦ
Ａによって、この周波数範囲に関して諸方式を用いるためのオプションが生まれる。ＨＦ
Ａの終わりに、チャネル固有の結果は内部データマネージメントに伝送される。
【０２００】
　操作を受けていない未処理データパケットは、この時点で試験設備システムのデータ整
理に送られる。このデータ整理によって、データパケットはそれぞれ１つの測定値に整理
され、この測定値は、長さがパラメータ化可能な動的メモリに格納される。このメモリ素
子は、作業の次の工程においてデータベースとみなされる。
【０２０１】
　このデータベースは、ロールメモリ又はシフトレジスタと同様の働きをする。その際、
指定長を有するウインドウが、一定の時系列にわたってシフトされる。これが図１７に示
されている。ロールメモリの全てのエレメントに書き込みが行われた場合、次の作業ステ
ップにおいて、このリングメモリの内容全体が１エレメント分だけシフトされる。これに
より、第１の（もっとも古い）値がメモリからこぼれ、その結果、最後に、データ圧縮に
よって得られた最新の平均値をロールメモリに書き込むことができる。
【０２０２】
　動作周波数ｆＡｒｂｅｉｔが１Ｈｚである場合、例えば３０個の値からなるメモリ長は
、また３０秒の観察時間を表す。データベースの内容は、その後の機能、例えば運転点変
更検出、定常動作検出又は低周波信号解析（ＮＦＡ）といった機能の基本データである。
【０２０３】
　幾つかのエラー検出機能にとってプロセス動作における変更時点が正確であることが重
要であるので、いわゆる基準変数又は操作量（例えば回転数、モーメント又は点火時点）
に関して、運転点変更検出が開発された。これの理由は、基準変数の急激な変化が、一般
的に、出力変数における数学的に記述可能な応答動作（例えばＰＴ１動作）を引き起こす
からである。時間特性を削除することによって、例えば温度信号の場合、定常動作に至る
前に信号解析を始めることができる。このために、モデル化した機能変化を、非線形回帰
を用いて決定することができる。これは反復法なので、開始点はできる限り正確に決定し
なければならない。
【０２０４】
　各チャネルの定常動作状態の決定が必要であるのは、利用されるエラー検出機能の多く
が、定常運転にしか用いることができないからである。なぜなら、正規分布及び独立が前
提条件であるからである。
【０２０５】
　個々のチャネルに関して定常状態に達している場合、データベースはＮＦＡにも用いら
れる。これの例が、回転速度の未処理データに関して、図１８に示されている。運転点変
更検出、定常動作検出及び低周波解析の各結果は、ＨＦＡの結果と同じように、内部デー
タマネージメントへ送られる。
【０２０６】
　定常動作検出の後、監視すべきチャネルの現在の測定値が、物理的、論理的及び経験的
エラー検出機能によって妥当性検査に供給される。妥当性検査の範囲は、利用できる情報
及び測定変数に依存する。パラメータ化を通じて、全ての個別機能は、機能プールから選
び出すことができる。これらの個別機能は、利用可能な情報を用いて算定できる。ここで
も、最後に個々の結果は再び内部データマネージメントへ伝送される。
【０２０７】
　部分的結果の評価は、エラー分離及びエラー識別という主要コンポーネントにおいて行
われる。ここでは、部分結果は、互いに結び付けられ、さまざまなロジックブロックを介
して、監視すべき測定チャネルに原因が帰せられる。別のロジックブロックにおいて、エ
ラー重大度の評価が行われる。すなわち、エラーを有する状態又は非妥当状態がどの程度
の長さ及びどの程度の明確さで存在したのか、及び、この状態が所定の時間限界値及び限
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界数値を超過しているかどうかが決定される。評価の結果、エラー分類は、並べて可視化
され、文書化される。
【０２０８】
　文書化の際、特に注意すべきことは、診断結果の他に、パラメータ化による全ての設定
及び全ての利用者の反応が、測定データと共に記録され、格納されることである。これに
より、診断結果を常時再現することができる。
【０２０９】
　次に、典型例として、統合された測定データ診断の実現のために分析され、実装された
個別機能について詳述する。その際、特に、利用時の検出精度、分離強度、自由パラメー
タ及び限界条件に注目する。
【０２１０】
　機器チェックは、最大の分離強度を有する方式に属している。なぜなら、この方式によ
って、エラーを有するチャネル又は測定機器の厳密な（１００％）識別が、常に行われる
からである。その際、検査は、直接的又は間接的、あるいはその両方で行うことができる
。
【０２１１】
　直接的な機器チェックの場合、各測定機器が戻り値として供給すべきいわゆるステータ
スチャネルが用いられる。ＶＤＩ／ＶＤＥ２６５０シート１に従って、機器独自のステー
タス信号は、機器の状態に関する情報を含む。その際、機能不良、保守必要性、機能管理
又は仕様外での運転に関する情報が利用される。試験設備システムにおいて、同様に、特
別なチャネルに問い合わせることができ、これらのチャネルが、特殊測定機器に関する対
応する情報を提供する。これらのエラーチャネル（通知チャネル）は、測定値と全く同じ
ように、パラメータ化可能なインターバルで問い合わされ、以下の情報を提供する。
【０２１２】
【表３】

【０２１３】
　インタフェース接続のために、Ｐｕｍａとの同期に関する問い合わせステータスに問い
合わせることができる（０＝Ｂｕｓｙ／＜＞０...Ｎｏｔ Ｂｕｓｙ）。
【０２１４】
　例えば、燃料計量器を監視する場合、燃料質量流量を診断のために利用できるのは、燃
料計量器が測定モードにあり、エラーを有さないときだけである。燃料計量器が充填モー
ドにある場合、エラー検出を行うべきではない。なぜなら、このモードでは判定ができな
いからである。これに関連する制御も、機器ステータス及び承認条件を通じて行われる。
【０２１５】
　間接的な機器チェックでは、当該の測定機器に関するその他の情報がなく、測定信号し
か利用できないことが考慮される。この場合、アンチフリーズ機能といわゆるＮａＮチェ
ックとが導入される。両方式とも、エラーの場合における所定のデータ特性に関係する。
【０２１６】
　アンチフリーズ機能は、ＨＦＡにもＮＦＡにも利用できる。インタフェースを介しての
通信が正常である場合、互いに連続する複数の値が厳密に同じである確率は非常に低い。
このことが、アンチフリーズ機能の背景である。数学的には、この状況は、標準偏差を通
じて検査することができる。なぜなら、技術上のプロセスには、一般的に自然なノイズが
付随しており、従ってｓ≠０でなければならないからである。逆に、プロセスノイズがデ
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ジタルによる解決手段によって取り除かれない限り、ｓ＝０という場合はありそうにない
。図１９には、これに関して、アンチフリーズ機能によって検出された、不具合のあるラ
ムダプローブの例が示されている。この例は、ＴＤＩエンジンの外部ラムダプローブであ
る。従って、エンジンのＯＢＤはこのエラーを検出できない。物理的方式も、この例では
うまくいかない。なぜなら、やはりなお「妥当な」測定値が存在しているからである。従
って、このエラーは、アンチフリーズ機能又は特別な統計的アプローチによってしか検出
できない。
【０２１７】
　アンチフリーズ機能の場合、パラメータ化可能な個数の、等間隔の収集値について、同
一かどうか、あるいはｓ≠０という条件を満たしているかどうかが検査される。ｓ＝０の
場合、当該機器に対するインタフェースがフリーズしていることを意味し、最高優先順位
のエラー（機器の機能不良／センサの機能不良）が出力される。
【０２１８】
　アンチフリーズ機能とは対照的に、ＮａＮ機能の場合、機器エラーが、しばしば、****

、１ＥＸＰ１０又は＃＃＃＃＃のような「所定のエラー測定値」を返す、ということが利
用される。これは、しばしば数字以外の値である。このような値にこの方式の名は由来し
ている（ＮａＮ＝ｎｏｔ ａ ｎｕｍｂｅｒ）。図２０は、インデクシングを例にしてこれ
を示す。ここでは、測定中、データ転送の機能不良を繰り返し確認することができた。
【０２１９】
　ＮａＮ機能によって、データベース内のパラメータ化可能な個数の臨界値を超えていな
いかどうかが検査される。超過している場合、アンチフリーズ機能の場合と同様、優先順
位が最も高い機器エラー又はセンサエラーが生じる。この簡単な機能及びわずかな計算コ
ストによって、この方式もＨＦＡとＮＦＡの両方に利用することが可能となる。しかしそ
の際、ＨＦＡバージョンの場合、リアルタイムリングバッファがデータベースとして用い
られる。パラメータ化においては、ＮａＮ値の最大許容個数あるいは同一値の最大許容個
数について指定するだけでよい。
【０２２０】
　リミットチェックは、ＨＡＦにおいて用いられ、典型的な限界値監視に等しい。このた
めに、パラメータ化において、チャネル固有の限界値が指定される（例えばＨＣ＞０）。
この簡単な機能によって、明確なエラー検出法が存在しない各チャネル、又は所定の限界
値が最初から分かっている各チャネルを評価することができる。
【０２２１】
　例えば、全ての排ガス未処理排出が０よりも大きくなければならないという制限が適用
される。また同様に、効率ηｅ＜４０％に制限することや、検査固有に消費率量ｂｅ，ｍ
ｉｎ＞１６０ｇ／ｋＷｈに制限することが可能である。
【０２２２】
　従って、リミットチェックは、機器チェックと同じ分離強度を有する。なぜなら、ここ
でもエラーと測定チャネルとの直接的な割り当てが行われるからである。また、これによ
って、リミットの侵害があった場合、ｐ＝１である、優先順位の最も高いエラーが出力さ
れる。パラメータは、チャネル固有の最小値及び最大値である。
【０２２３】
　試験設備データにとって信号品質の評価が意味することは、これらのデータに、エラー
判定及び誤った推定を引き起こす外れ値、許容外のノイズ、ドリフト又はその他の障害が
含まれていてはいけないということである。信号品質の評価の焦点は、まさに上述のデー
タ関連の異常にある。目的は、物理的なシステム情報なしに、任意の信号に異常な点を検
出することである。
【０２２４】
　その際、信号品質の評価は、信号形式解析、高周波信号解析（ＨＦＡ）及び低周波信号
解析（ＮＦＡ）という３つの部分に分けられる。この評価の役割は、測定データの中に特
殊な機能変化を検出することである。これらの機能変化によって、実際のシステム動作を
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推定することができる。
【０２２５】
　ＨＦＡにおいて、高周波サンプリングされた測定データに対して、信号処理の典型的な
方式（例えばＦＦＴ）が用いられる。目的は、監視すべきプロセスに関する情報及び該プ
ロセスを示す信号の品質に関する情報を抽出することである。その際、焦点は、デジタル
（離散）信号解析にある。
【０２２６】
　ＮＦＡは、フィルタリングされた測定データの解析に用いられる。このような測定デー
タは、典型的には試験設備システムに記録され、可視化されるデータのことを意味する。
従って、これらのデータは、１Ｈｚから１０Ｈｚまでの周波数を有するデータである。
【０２２７】
　信号波形の解析の役目は、特徴的な機能変化を検出することによって、観察されたプロ
セスに関する基本的な説明を行うことである。ここでもまた、データベースが基にされる
。
【０２２８】
　測定データ診断において、試験設備及び測定データに関する次のような典型的な信号波
形が観測される。例えば、パーマネント（ジャンプ）、飽和／減衰、ドリフト形状、ビー
ト／振動、断続、ランダム又は外れ値有りなどである。しかし、信号波形の明示的な検討
は、前記最初の４つの信号波形についてのみ行う。断続、ランダム又は外れ値有りの信号
は、信号品質の評価において考慮される。
【０２２９】
　ジャンプ形状を伴う事象は、一般的に、いわゆる設定変数又は基準変数においてのみ生
じる。ＤｏＥ利用の場合、このような変数は、ファクタとも呼ばれる。これの例としては
、運転点変更や変動点変更がある。
【０２３０】
　同じ運転点における点火時点の変化は、例えば、変動点変更と呼ばれる。
【０２３１】
　数学的には、ジャンプは不連続な事象である。これの記述は難しい。なぜなら、線形回
帰のような典型的な識別法は使えないからである。簡単なジャンプ検出又は運転点変更検
出については、後に提示する。
【０２３２】
　統計的な信号解析のために、ジャンプ検出は特に重要である。これによって非定常的な
運転動作が開始されるからである。さらに、ジャンプ検出によって、運転点変更の正確な
時点が取得できる。この情報は、反復的な初期値法の場合に開始時点として必要とされる
。
【０２３３】
　設定変数の他に、いわゆるレスポンス又は応答変数もある。これらは、基準変数の、ジ
ャンプを伴う変化に対するシステム応答を表す。この動作は、フィードバック技術におい
ては、例えばＰＴ１動作と呼ばれ、下記の微分方程式によって表される。
【０２３４】
【数２】

【０２３５】
時間範囲におけるジャンプ応答は、式５．１を解くことによって得られる。
【０２３６】
【数３】
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【０２３７】
　逆に、上記知識を用いて、データベースからジャンプ応答のパラメータを推定すること
ができる。これは、非線形の初期値問題である。
【０２３８】
　パラメータの算定は、例えばガウス・ニュートン法によって行うことができる。ヤコビ
行列を構成するために必要な一次偏導関数は次のようになる。
【０２３９】
【数４】

【０２４０】
　基本となるのは、最小二乗法である。線形回帰の場合と同じように、この場合も以下の
剰余式が用いられる。
【０２４１】
【数５】

【０２４２】
なお、ＰＴ１動作には式５．２が用いられる。
【０２４３】
　これを解くためには、||f(x)||を最小にしなければならない。当該分野の文献から、下
記式
【０２４４】

【数６】

【０２４５】
から一義的なミニマイザが得られることが分かる。このために、まず、ヤコビ行列Ｊが算
定される。ヤコビ行列は、微分可能関数の微分行列とも呼ばれ、全ての一次偏導関数のｍ
×ｎの行列である（式５．３ａから５．３ｃ）。置き換えによって、式５．６と、従って
また反復式５．７とが得られる。
【０２４６】

【数７】

【０２４７】
【数８】

【０２４８】
典型的なガウス・ニュートン法ではα＝１が用いられる。
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　各反復ステップについて、ヤコビ行列とベクトルｆを、ｘの解と共に新たに算定しなけ
ればならないので、最大１０ステップの後に反復は中断される。
【０２５０】
　正確な開始点の他に、開始値の選択も重要である。このことが、対応する開始値サーチ
の開発につながった。ＰＴ１アプローチのために、開始値が以下のように決定される。す
なわち、
Ｋ＝ｍａｘ（データベース）－ｍｉｎ（データベース）
λ＝０．０５
ｂ＝データベース（１）
　この推定のための品質判断基準として、決定係数Ｒ２が利用される。Ｒ２＞０．８なら
、良好な推定と言える。
【０２５１】
　図２１は、２．２リッター直噴式オットーエンジンにおいて２０００ｍｉｎ－１の負荷
急変が生じた事例について、排ガス温度をモデル化するためのＰＴ１アプローチを利用し
た例を示す。このために、負荷急変後、動作周波数ｆＡｒｂｅｉｔ＝１Ｈｚによって、１
０回の反復を伴うガウス・ニュートン法が用いられた。算定されたパラメータ及びそれに
関連する決定係数が、表Ｔ５．1にまとめられている。
【０２５２】
【表４】

【０２５３】
　Ｒ２の上記数値は、それぞれ算出区間にのみ関連する。
【０２５４】
　この方式によって定常動作状態がどの程度まで事前算定できるのかが、図２１及び図２
２から見て取れる。これらの図は、Ｔ５．１のパラメータを用いて適切に外挿された信号
特性を示しており、また、適切な開始値を用いると、ＰＴ１モデルが離散区間を記述する
のに非常に適していることを証明している。従って、このアプローチは、例えば、温度チ
ャネルにおける時間特性の補償のために適している。しかし、外挿法は推奨できない。な
ぜなら、最終値が示されることがなく、また、示された曲線のいずれからも漸近線への移
行が正確に示されることもないからである。
【０２５５】
　ドリフトという概念は、一般的に１つの値又はシステム特性が比較的ゆっくりと変化す
ることを意味する。数学的には、ドリフトは、式５．８で示される単純な直線によって表
すことができる。
【０２５６】
【数９】

【０２５７】
　パラメータを推定するためのこの適切な方法は、線形回帰と呼ばれる。パラメータａ１
及び２は、式５．９及び式５．１０によって測定データから算出される。
【０２５８】
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【数１０】

【０２５９】

【数１１】

【０２６０】
　回帰直線の算定は迅速かつ簡単に行われるので、この方法は、定常動作の簡単な評価の
ために非常に適している。従って、この方法は、後述する定常動作検出にも含まれている
。
【０２６１】
　データベースから振動又はビートの自由パラメータを算定するためにも、非線形回帰の
方式を用いることができる。方法としては、高調波振動を式５．１１に従って設定するか
、あるいは式５．１２に従ってビートを設定する。
【０２６２】

【数１２】

【０２６３】
【数１３】

【０２６４】
　高調波振動は、振幅
【０２６５】
【数１４】

【０２６６】
と周波数ｆ及び位相差ψというパラメータによって特徴付けられている。高調波振動とは
対照的に、ビートは、類似する周波数を有する２つの振動の重ね合わせと解される。振幅
の他に、周波数ｆ１及びｆ２を決定する必要がある。その際、簡略化のために、純粋振動
であると仮定する。すなわち、正弦波成分の振幅は、余弦波成分と同じであると仮定する
。しかし、振動モデルの回帰の場合には、ガウス・ニュートン法の無効がしばしば検出さ
れた。これは、１回目の繰り返しループで既にｄｅｔ（Ｊ‘*Ｊ）＝０が生じたからであ
る。
【０２６７】
　信号品質の評価は、統合された測定データ診断の中心的な役割の１つである。このため
に必要な信号解析では、時間特性と、潜在的な障害及びノイズ信号に対する有効信号の比
とが分析される。デバイスアーキテクチャによって、平均値形成又はフィルタリングによ
るデータ操作の前にリアルタイムデータを未処理データ解析することが初めて可能になっ
た。未処理測定データへのアクセスによって、信号品質の評価は、図２３に示されている
ように、高周波信号解析と低周波信号解析とに分かれる。
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【０２６８】
　測定技術では、通例、収集周波数と動作周波数とは異なる。これは、シャノンのサンプ
リング定理による。このサンプリング定理が意味することは、連続周波数は、収集周波数
ｆＥｒｆａｓｓｕｎｇ≧２×最大ｆＡｒｂｅｉｔ, ｍａｘでサンプリングしなければなら
ず、これにより初めて、そこから得られた時間離散的な信号から、情報損失を伴うことな
く元の信号を再構成することができるということである。この定理に従わない場合、いわ
ゆるエイリアス効果が生じる可能性がある。
【０２６９】
　チャネル固有の収集周波数及び動作周波数は、試験設備において利用者によって指定す
ることができる。その際、利用者は、例えば、回転速度信号をｆＥｒｆａｓｓｕｎｇ＝１
０００Ｈｚでサンプリングし、一方、システムではｆＡｒｂｅｉｔ＝１０Ｈｚでのみ表示
されるように設定することができる。これにより、システムチャネルに適当なリングバッ
ファが設けられる。このリングバッファは、高周波信号解析（ＨＦＡ）のデータ源である
。測定データ診断をデバイスとして統合することによって、これらのデータへのアクセス
が可能となっている。その際、「高周波」とは、収集周波数≧１０Ｈｚで測定されたデー
タのことを言う。従って、時間領域及び周波数領域において、統合された測定データ診断
のための新たな可能性が開ける。これらの可能性については、高周波信号解析（ＨＦＡ）
の章でまとめて述べる。基本的に、この章で提示された方式は、当然、低周波信号解析（
ＮＦＡ）にも用いることができる。
【０２７０】
　従って、ＨＦＡとＮＦＡとの区別は、実質的には、分析すべきデータベースの区別であ
る。ＨＦＡの場合、未処理測定データを基にして、後に、フィルタリング又は平均値形成
を通じて、試験設備システムに表示される測定データが生成される。その際、新たなこと
は、ＨＦＡによってこれらの測定データの品質を判定できることである。
【０２７１】
　周波数領域については、例えば、以下のような特性値及び特性関数、すなわち、離散フ
ーリエ変換（ＦＦＴ）ｙ（ｎ）、パワー密度Ｓｙｙ（ｉω）あるいは自己相関関数Ｒｙｙ
（τ）を用いることができる。
【０２７２】
　その際、自己相関関数は、最も重要な特性関数である。なぜなら、自己相関関数は、異
なった時間シフトｔにおける信号の自分自身との相関を表すからである。時間信号ｘ（ｔ
）について、時間間隔ＴＦにおけるＲｙｙ（τ）が式５．１３によって算定される。
【０２７３】
【数１５】

【０２７４】
　その際、Ｒｙｙは、τ＝０においてピークに達する。なぜなら、そのときに、Ｒｙｙは
、その関数の平均パワーに比例する値となるからである。デジタル信号解析において、自
己相関関数は、一般的にパワースペクトルＳｙｙ（式５．１４）の逆フーリエ変換（ｉＦ
ＦＴ）によって算定される。
【０２７５】

【数１６】

【０２７６】
　Ｒｙｙによって、例えば、非常に大きなノイズを含む信号における周期性を識別するこ
とができる。しかし、この目的のために、？？？の大きな値に関する自己相関関数だけが
観察され、τ＝０を中心とする範囲は無視される。なぜなら、ここにはとりわけノイズ信
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、自己相関関数の正反対の評価が行われる。τ＝０の場合、パワー信号に関する自己相関
関数は、エネルギー信号における二乗平均値あるいは信号エネルギーを表す。この特性は
、ＳＮＲの算定のために用いられる（式５．１５）。
【０２７７】
【数１７】

【０２７８】
　その際、ＳＸは、位置０におけるノイズなしの自己相関関数を表し（有効信号）、ＮＸ
は、ノイズピークの高さを表す。これが実際上意味することは、時間信号ｘ（ｔ）から、
まず、フーリエ変換されたｙ（ｎ）が算出され、式５．１６によってパワースペクトルＳ
ｙｙが算定されるということである。
【０２７９】

【数１８】

【０２８０】
　パワースペクトルの逆フーリエ変換（ｉＦＦＴ）によって、自己相関関数が得られる。
次に自己相関関数から、式５．１７によってＳＮＲを算定することができる。
【０２８１】

【数１９】

【０２８２】
　信号パワーは、一般的に、ノイズパワー又は干渉パワーよりも数桁大きいので、ＳＮＲ
はデシベル（ｄＢ）で示される。良質な信号と呼べるには、ＳＮＲがどの範囲になければ
ならないか、という点については、関連分野（信号処理及び情報技術）の文献からは得ら
れなかった。例えば、人の言葉を理解可能に伝送するためには、ＳＮＲは約６ｄＢでなけ
ればならない。映像技術において良質な信号と言われるのは、ＳＮＲ＞６０の場合である
。これは、有効信号対ノイズ信号の比が１００００００／１である場合に相当する。図２
４には、１Ｈｚ定常ステップ検出の結果の典型例が示されている。ＳＮＲについての対応
する値が、表Ｔ５．２にまとめられている。
【０２８３】
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【表５】

【０２８４】
　表５．２は、分析の結果を非常に良好に再現している。ＳＮＲ＞５０は、ほとんどの試
験設備データにおいて、非常にまれにしか現れない。はるかに頻度が高いのは、３０ｄＢ
＜ＳＮＲ＜５０ｄＢの範囲の値である。この理由から、ランダムに選択した標本を詳細に
分析して、観測された信号の品質が、エンジニアによる解析において良又は不良に分類さ
れるのかどうかを確かめた。それに続いて、その分析結果と上記のＳＮＲ範囲との間で比
較が行われた。それの平均有効圧力の例を図２４に示す。
【０２８５】
【表６】

【０２８６】
　低負荷点（ｐｍｅ＝２ｂａｒ）の場合に即座に目につくことは、ＳＮＲが、高い負荷点
の場合よりも明らかに劣っていることである。平均圧力に４％の変動がある場合、熟練し
たエンジニアもそれを不可とみなすであろう。この見方は、また、２７．７ｄＢという比
較的小さなＳＮＲについても当てはまる。それに対して、最良点においては、ＳＮＲ＝５
３．９ｄＢであり、２倍優れたＳＮＲを実現できる。ＳＮＲに関するこれらの分析から、
測定データ診断について、下記表の限界値が設定される。
【０２８７】
【表７】

【０２８８】
　時間領域における信号品質を評価するために利用できるもう１つのものは、中央値から
の偏差である。この解析は、中央値からの偏差を所定の限界値と比較することによって行
われる（表Ｔ５．５）
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【０２８９】
【表８】

【０２９０】
　中央値からの偏差は、極めて頑健な散布度であり、観察事例において、個々の値ｘとリ
ングバッファの中央値
【０２９１】
【数２０】

【０２９２】
とから、式５．１８に従って算出される。
【０２９３】

【数２１】

【０２９４】
　試験変数Ｆは、式５．１８を考慮して、次式となる。
【０２９５】

【数２２】

【０２９６】
この変数は、パラメータ化された限界値ｒと比較検査される。その際、この試験変数を算
定するために、リアルタイム階層からの少なくとも１０個の測定値が必要とされる。サン
プリング周波数ｆａｂｔａｓｔ＜１０Ｈzの場合、自動的に保存手続きが開始され、この
手続きによって、当該のサンプリング周波数に応じて、所定の個数ｎのデータパケットが
一時的に保存される。これによって、現在のリアルタイムメモリのデータ内容に、先行す
るデータパケットのデータを書き込むことができ、その結果、常に十分なリアルタイム標
本値が、試験変数の算定のために利用できる。次の条件、すなわち、
【０２９７】
【数２３】

【０２９８】
に従って、それに対応するバイナリのエラー登録が行われる。ＨＦＡのバイナリ結果を容
易に得るために、この２つの提示された方法の一方のみを起動すべきである。本発明にお
いては、式５．１７に従った手順が好ましい。これにより、ＨＦＡはｐ＝１という分離強
度を有する。なぜなら、当該の信号は、時点ｔにおいてＦ＞ｒあるいはＳＮＲ＞ＳＮＲｋ
ｒｉｔという条件を満たすか、満たさないかのいずれかであるからである。
【０２９９】
　ＨＦＡとは対照的に、ＮＦＡの場合、利用者ベースのアプローチと自動アプローチとの
間で選択が可能である。
【０３００】
　後に説明する利用者固有のアプローチの場合、当該の相対限界値又は絶対限界値の指定
は、利用者によってパラメータ化において行われる。一方、同様に後に説明する自動アプ
ローチの方式は、まず第一に、測定データが統計的に異常な値にならないように、逸脱す
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べきではない限界値を算定するために用いられる。
【０３０１】
　その際、評価は、原則として限界値監視によって行われ、この監視において、統計的な
手法を用いて、又は、パラメータ化によって、当該の限界値が決定される。しかし、この
種の限界値監視は、上述したリミットチェックと混同すべきではない。リミットチェック
と異なり、当該の限界値は、信号解析において、パラメータ化可能な区間［ｔ－ｎ、ｔ］
に対してのみ適用される。
【０３０２】
　ＮＦＡの間に、データベースから特性値、限界値又は試験変数が算出される（図２５を
参照）。それに続いて、データベースの要素が、算定された限界値と比較される。その際
、標本の要素が許容限界値を逸脱しているか、及び、許容限界値を逸脱した要素がどれだ
けあるか、ということが突き止められる。異常値と統計的基本仮定値との個数によって、
信号品質を直接的に記述することができる。さらに、監視区間中にプロセス又は当該信号
が統計的管理状態にあったかどうかを、決定することができる。
【０３０３】
　ここでもう一度明確に指摘しておくが、統計的信号解析は、ただ数学的に根拠づけられ
た推定を提供するに過ぎず、物理的妥当性に関する情報を与えるものでは決してない。統
計的信号解析は、統計的に見て根拠のある異常性を示す情報を提供するだけである。しか
し、利用者が指定した（絶対又は相対）限界値によって、測定原理と当該測定点の物理特
性とが考慮される。このためには、適当なパラメータ化以外に、標本値ｘｉと限界値との
比較を組み入れなければならない。
【０３０４】
　自動信号解析のためには、統計的アプローチが好ましい。これに関連して、標本特性値
、代表値、外れ値又はその他の特性変数を決定するための多くの統計的な検定及び方式が
ある。その際、注意すべきことは、時に統計的限界値が非常に狭く算定され、その結果、
これらの限界値を物理的に又は測定技術の観点から実現できないことがある、という点で
ある。しかし、明らかに狭すぎる、又は広すぎる算定限界値は、一般的に、上述の限界条
件の侵害に関する指標、又は、信号欠落やインタフェース問題による結果に関する指標で
ある。これは、大抵の場合、当該信号の非常に大きな、又は非常に小さな標準偏差に基づ
く。
【０３０５】
　絶対限界値及び相対限界値の算定は、中央値、及び、検査に用いられるパラメータ化さ
れた閾値を使って行われる。最後の測定データ点ｘｉに関する相対偏差Ｒの算定は、式５
．２１に従って行われる。
【０３０６】
【数２４】

【０３０７】
　この試験変数Ｒは、中央値
【０３０８】
【数２５】

【０３０９】
を中心とする利用者指定の相対限界値Ｒｍｉn及びＲｍａｘ（例えば＋／－５％）と比較
検査される。この値が限界値を超えている場合、測定データ点は外れ値としてマーキング
される。
【０３１０】
　絶対偏差Ａの算定は、最後の測定データ点ｘｉについて式５．２２に従って行われる。
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【０３１１】
【数２６】

【０３１２】
　その際、Ａ値は、中央値
【０３１３】

【数２７】

【０３１４】
を中心とする利用者指定の絶対限界値（例えば＋／－５ｍｉｎ－１）と比較検査される。
この値が限界値を超えているとき、この場合も、測定データ点は外れ値としてマーキング
される。
【０３１５】
　自動的なアプローチとして、特性変数又は限界値を算定するための、さまざまな分布依
存性の方式が考えられる。しかし、分布依存性の方式のためには、先立ってまず、対応す
る分布がもともと存在するかどうかを検査しなければならない。これにより、限界条件、
特性変数及び限界値という各ブロックに信号解析を分類することになった。
【０３１６】
　限界条件というブロックでは、現在のデータが、データベースからジャンプ及びドリフ
トを有していないかどうか、及び、正規分布と統計的独立性とに対する要求が満たされて
いるかどうかが解析される。
【０３１７】
　特徴的な特性変数の算定は、特性変数というブロックにおいて行われる。これらの変数
は、データベースの統計的な信号対雑音比の目安として用いられる。これにより、観測さ
れたデータパケットの基本品質に関する記述を行うことができる。
【０３１８】
　限界値というブロックは、外れ値検出に用いられる。
【０３１９】
　上述の各ブロックに関する多くの統計的な方式、検定及び特性変数の中から、各範囲に
ついて、幾つかの方法が選出され、統合された測定データ診断に対するそれらの方法の適
正が解析された。
【０３２０】
　正規分布を調べるために、ジャルク・ベラ検定及びコルモゴロフ・スミルノフ検定が、
リリフォースの修正（リリフォース検定）と共に分析された。統計的独立性の検定は、自
己相関係数の観測、あるいは、Ｒ．Ａ．フィッシャーによる相関性についての仮説検定、
及び逐次的な差の分散によって行われる。特性変数の領域では、変動係数、平均二乗偏差
、標準誤差、中央値からの偏差が、信号対雑音比の特性値として分析された。限界値によ
る外れ値管理のために、Ｚスコア検定、グラッブスによる外れ値検定、ナリモフによる外
れ値検定及び品質管理図の方式が検討された。上記方式の選択は、実質的に計算コスト及
び頑健性に基づいて行われた。
【０３２１】
　計算コストは、１つの試験について新しい変数及び計算がどれだけ必要であるかによっ
て定められる。ある方法が標準偏差又は中央値及び平均値のような変数を用いる場合、こ
の方法を優先すべきである。なぜなら、これらの変数は、常に標準モードで算定されるか
らである。
【０３２２】
　一方、頑健性は、ある方式が、干渉を受けたデータをどの程度良好に処理できるかを表
す。例えば、平均値と中央値との間で選択を行える場合、ここでは常に中央値が用いられ
る。中央値の方が極値に対する感度が小さいからである。すなわち、中央値は極値に対し



(42) JP 5203984 B2 2013.6.5

10

20

30

40

50

て頑健性を有する。同様のことが、例えば、平均二乗偏差についても当てはまる。標準偏
差と比較して、平均二乗偏差の方がやはり極値に対して頑健性を有している。
【０３２３】
　測定データ診断に対する各方式の適正を客観的に評価できるように、２００個以上のラ
ンダムに選択された測定ファイルが、評価の基礎として用いられた。これらのデータは、
個々の標本についてチャネル毎にそれぞれ３０個の値を用いて分析された。メモリ上及び
容量上の理由から、ロールメモリは連続的ではなく、書き込み消去方式によって書き込ま
れる。
【０３２４】
　正規分布の検査は、さまざまな統計的検定によって行うことができる。本発明において
は、ジャルク・ベラ検定及びコルモゴロフ・スミルノフ検定が、リリフォースの修正（リ
リフォース検定）と共に分析され、それらの、測定データ診断における正規分布の評価の
ための適正が解析された。
【０３２５】
　関連分野の文献から分かることは、リリフォース検定は、特に標本の大きさが小さい場
合に、他の検定以上に正規分布からの偏差を検出するということである。さらに、リリフ
ォース検定は、非常に頑健であるが、しかしまたあまり精密ではないとされている。リリ
フォース検定とは対照的に、ジャルク・ベラ検定は、分布の形を歪度と尖度の特性値を評
価する漸近検定である。両検定の比較のために考慮すべきことは、統計学の文献において
は、分析対象のデータが「近似的に正規分布」している場合、正規分布に対する要求が一
般的に既に満たされているとみなされる、ということである。
【０３２６】
　最大２００００個のチャネル毎の個別標本を分析することによって明らかになったこと
は、ジャルク・ベラ検定の検定統計は、非正規分布データにおいて、リリフォース検定の
場合よりも、試験変数との相違が著しく大きいということである。従って、帰無仮説は、
明らかに「より強く」棄却される（強い判定）。これはまた、近似的な正規分布も排除す
る。その際、分かったことは、ジャルク・ベラ検定は、両検定の直接的な比較では、リリ
フォース検定よりも明らかに控えめな判定を行うということである。このことは、測定デ
ータ診断のためには、「近似的に正規分布した」という表現からも、全く十分である。こ
れらの理由から、及び幾分計算コストが削減されることから、ジャルク・ベラ検定が、正
規分布の評価のために選択された。
【０３２７】
　統計的独立性を評価するために、全部で３つの異なった方法が分析された。自動相関係
数（ＡＫＫ）の評価とは異なり、逐次的な差の分散及びＲ．Ａ．フィッシャーによる相関
検定は仮説検定である。
【０３２８】
　ＡＫＫに関する統計的独立性の検査は、データベースのいわゆるラグ１列について行わ
れる。ラグとは、ここでは、値がｉ個分の位置だけシフトされている値列を意味する（自
己相関関数又はいわゆるラグｉ列）。このシフトから、相関係数の決定に関連する２つの
データ列が生じる。データ列の、自分自身との相関であるので、この場合、ＡＫＫと呼ば
れる。また、ＡＫＫは、自己相関関数から数式５．２３に従って正規化することによって
も算出できる。
【０３２９】
【数２８】

【０３３０】
　関連分野の文献から、独立性の正確な目安として設定される明示的な値を挙げることは
できない。しかし、非特許文献１４に、自己相関係数ＡＫＫ＝|０．５|による観測が記載
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されている。さらに、以下の考え方がなされている。すなわち、
Ｐｘ、ｙ＝０である場合、ＸとＹとは無相関であることを意味する。
Ｐｘ、ｙ≠０かつ|Ｐｘ、ｙ|≦０．５である場合、ＸとＹとは弱い相関性を有することを
意味する。
０．５＜|Ｐｘ、ｙ|≦０．８である場合、ＸとＹとは相関性を有することを意味する。
０．８＜|Ｐｘ、ｙ|≦１である場合、ＸとＹとは高い相関性を有することを意味する。
【０３３１】
　測定データ診断における信号解析に関しては、定義によって、独立性を有するためにＡ
ＫＫ≦|０．５|が満たされねばならないと定められる。バイナリ結果のみを提供する仮説
検定とは対照的に、ＡＫＫの観測時、理論的には任意の閾値さえ入力することができる。
これにより、利用者は、相関性の程度に関する、より優れた情報が得られる。従って、Ａ
ＫＫは、独立性についての定量化可能な判定を提供し、この判定を、利用者は容易に理解
し、パラメータ化することができる。ＡＫＫの利用を肯定するその他の理由は、試験変数
の算定のためにテーブル値を伴う必要がないこと、及び、ＡＫＫはまた、この章で説明し
ている
【０３３２】
【数２９】

【０３３３】
品質管理図を補正するためにも用いられることである。
【０３３４】
　これらの理由から、統計的独立性の評価は、自己相関係数の算定によって、限界値ＡＫ
Ｋ＜|０．５|に照らして行われる。
【０３３５】
　統計学の重要な道具の１つは、散布度の解析である。これは、標本の変動性又は分布を
示す特性変数である。ＮＦＡに対しては、標準誤差、平均二乗偏差並びに変動係数及び中
央値からの偏差が分析された。
【０３３６】
　その際、変動係数が特に注目された。なぜなら、変動係数の定義は、統計学的に表され
た信号対雑音比（ＳＮＲＳｔａｔｉｓｔｉｋ）の逆数に相当するからである。統計学的に
定められたＳＮＲＳｔａｔｉｓｔｉｋは、測定された信号の標準偏差に対する平均値の比
と定義されており、式５．２４によって算定される。
【０３３７】
【数３０】

【０３３８】
　ＳＮＲＳｔａｔｉｓｔｉｋがデシベルで表される場合、式５．１７を使った場合と同じ
値が得られる。ただし、これは、厳密には定常動作点に関してのみ当てはまる。
【０３３９】
【数３１】

【０３４０】
　すなわち、ＮＦＡにおいて、及び、定常状態を前提とする場合、式５．２５によってＳ
ＮＲを算定できる。平均値と標準偏差とはいずれも標準モードで算定されるので、追加コ
ストは非常にわずかしか発生しない。ＳＮＲＳｔａｔｉｓｔｉｋ以外に、他の上記特性値
が、同じデータセットを用いて分析された。その際、特性変数による信号品質の評価は、
ＳＮＲＳｔａｔｉｓｔｉｋを含む式５．２５に従って行われた。
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【０３４１】
【数３２】

【０３４２】
　ＨＦＡの場合と同じ限界値が用いられる。
【０３４３】

【表９】

【０３４４】
　この判定の根拠は、ＳＮＲＳｔａｔｉｓｔｉｋの算定のために、ＨＦＡの場合と同じ関
数を用いることができるということである。従って、自動的に、パラメータ化コストも最
小限に抑えられる。同時にまた、より多くの特性変数を用いる場合は、計算コストも増大
するであろう。
【０３４５】
　限界値のブロックに関しては、代表的な外れ値検定としてナリモフ検定とグラッブス検
定とが分析された。一方、信号品質を評価するために、プロセス監視と製品監視とで構成
される方法が新たに用いられた。その際、特に注目したのは、品質管理図方式及び Weste
rn Electric 社の品質管理、いわゆるＷＥＣＯルールであった。
【０３４６】
　品質管理図（ＱＲＫ）は、統計的プロセス管理ツールである。これらのツールを用いて
、不可避のランダム分散と、プロセス干渉に基づく系統偏差とを区別することが試みられ
る。品質管理図によってプロセス解析が実施され、それに続いて、観測されたプロセスが
、所定の品質特性（例えば平均値）に関してコントロールがなされているかどうか、とい
う問いに答えることができる。その際、ＱＲＫは、平均値μ又は標準偏差ｏが、望ましく
ない影響によっていつ変化したのかを示すという役目を担う。コントロールされている場
合、安定したプロセス又は乱されていないプロセスとも呼ばれ、このプロセスは、「統計
的管理」の下にあるという言い方をする。これの検討は、本書においては、２つのＱＲＫ
、すなわち典型的なシューハートＱＲＫ又は
【０３４７】
【数３３】

【０３４８】
とＣＵＳＵＭ-ＱＲＫとに限定される。
【０３４９】
　統計的プロセス管理における標準仮定の１つは、上述した、独立性を有する正規分布の
データが必要であるということである。その際、独立性の方が、正規分布よりも明らかに
感受性が高い。
【０３５０】
　ＱＲＫの機能性に対する、相関性を有するデータの作用については、非特許文献１５に
おいて詳細に検討されている。導入として、ここでも、このテーマに関する広範な文献を
参考にすることができる。しかしここでは、非特許文献１６、非特許文献１７、非特許文
献１８、非特許文献１９だけを指摘しておく。これらの文献は全て、主にシューハート管
理図を扱っている。また、統計的プロセス管理における相関性を有するデータの問題点及
び作用について広範な見通しを与える文献は、非特許文献２０、非特許文献２１、非特許
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文献２２、非特許文献２３、非特許文献２４、非特許文献２５である。
【０３５１】
　品質管理図を利用する場合、誤警報が観測中にどれくらいの頻度で期待されるべきか、
及び、系統誤差、例えば平均値のドリフトがどれほど素早く検出できるのか、を明らかに
する必要がある。
【０３５２】
　期待されるエラー通知に関する目安は、通常、ＡＲＬ（Average Run Length）と呼ばれ
る平均連長である。ＡＲＬは、ＱＲＫにおいて、平均して、１つの点を管理限界の外で検
出するまでに、安定したプロセスの、連続するデータ点をどの程度の長さプロットしなけ
ればならないか、を表す。従って、統計的管理下にあるプロセスについては、ＡＲＬはで
きる限り大きいことが望ましい。一方、プロセスが統計的管理下にない場合、ＡＲＬはで
きる限り小さいことが望ましい。なぜなら、これによって、監視している品質特性におけ
る変化が、その分素早く検出されるからである。非特許文献２６に、標準化された特性変
数ｈ及びｋを用いてシューハートＱＲＫ及びＣＵＳＵＭ-ＱＲＫのＡＲＬについて算定し
た値が記載されている。
【０３５３】
【表１０】

【０３５４】
　ｋ＝０．５と設定されている場合、平均値の変化は、表Ｔ５．７の第１列の値に０．５
を加えることによって決められる。例えば、ｈ＝４において平均値が１σ変化したことを
検出するためには、ＣＵＳＵＭ-ＱＲＴのＡＲＬは、ＡＲＴＣＵＳＵＭ＝８．３８となる
。
【０３５５】
　表Ｔ５．７の最後の列には、同じ平均値偏差に対応する、シューハートＱＲＫのＡＲＬ
が記載されている。これは、ＡＲＬＳｈｅｗｈａｒｔ＝１／ｐである。ただし、ｐは、１
つの点が管理限界から逸脱する確率である。これから明らかになることは、３σ限界であ
り、かつ、正規分布であると仮定した場合、上限（ＵＣＬ）を超える確率ｐは０．００１
３５であり、また、下限（ＬＣＬ）を下回る確率ｐも０．００１３５である。従って、シ
ューハートＱＲＫを上回る場合又は下回る場合のＡＲＬＳｈｅｗｈａｒｔは１／０．００
２７＝３７０．３７に算定される。このことから、プロセスが管理下にある場合、３７１
個の値につき１つのエラー通知が予想されることになる。しかし、平均値が１σ上方へ変
化すると、管理上限とシフトした平均値との間の差は、（３σではなく）２σだけになる
。標準正規分布の水平部分に関する統計学上の基本事項から、ｚ＝２の場合、この限界を
上回る確率ｐは０．０２２７５ということになる。このとき、シフトした平均と下限との
間の差は４σであり、
【０３５６】
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【数３４】

【０３５７】
の確率ｐは０．００００３２という非常に小さな値であり、無視することができる。従っ
て、ＡＲＬＳｈｅｗｈａｒｔは、上記の場合、１／０．０２２７５＝４３．９６であると
算定される。
【０３５８】
　このことから得られる重要な結論は、シューハートＱＲＫは大きな変化を認識するため
に、より適しており、ＣＵＳＵＭ-ＱＲＫは小さな変化を検出するために、より適してい
るということである。そこで、表５．７はまた、この見解に関する損益分岐点が関数ｈで
あることを示している。
【０３５９】
　ＣＵＳＵＭ-ＱＲＫは、現在の試験変数ＳＨｉ及びＳＬｏを算定するために過去の測定
値も考慮する管理図である。その際、基準値からの標本値の偏差が、当該時間にわたって
累積される。これにより、小さな系統上のプロセス変化も非常に早期にかつ敏感に検出す
ることができる。ＣＵＳＵＭ-ＱＲＫの限界は、当該時間に依存する累積度に応じて決定
される。これにより、期待値が上方又は下方へシフトすることが防止されるはずである。
このために、各測定値から参照値が差し引かれ、その結果、平均値は０を中心に変動する
。参照値としては、測定データ診断においては、データベースの平均値が用いられる。Ｃ
ＵＳＵＭ-ＱＲＫの累積特性値は、式５．２８によって算定される。
【０３６０】

【数３５】

【０３６１】
ただし、ＳＨｉ（０）＝０及びＳＬｏ（０）＝０である。
【０３６２】

【数３６】

【０３６３】
という結果である場合、ＳＨｉの現在のＣＵＳＵＭ値はゼロに設定される。しかし、この
値がゼロよりも大きい場合、ＳＨｉは加算される。ＳＬｏについては、これは、ＳＬｏ＜
０の場合に加算され、ＳＬｏ＞０の場合に０にリセットされるということを意味する。Ｓ

Ｈｉが臨界限界ｈを上回る場合、当該プロセスは、その時点から「統計的管理下にない」
ということになる。非特許文献１４では、ｈ＝５及びｋ＝０．５が推奨値として挙げられ
ている。表Ｔ５．９は、これに関する１例である。
【０３６４】
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【表１１】

【０３６５】
　シューハートＱＲＫは、最も頻繁に用いられる管理図である。この管理図は、単独で、
又は、他の管理図と組み合わせて用いることができる。その際、管理図で分析される標本
は、個別値であっても、あるいは、大きさｎの標本抽出、すなわちいわゆるサブグループ
であっても構わない。前者の場合、Ｘ管理図と呼び、後者の場合、
【０３６６】

【数３７】

【０３６７】
と呼ぶ。サブグループの観測は、ある程度の減衰効果を有し、個々の極値に対する管理図
の感度は低下することになる。以降、本書においてシューハートＱＲＫと言うとき、これ
は、常に
【０３６８】
【数３８】

【０３６９】
を意味する。
【０３７０】
　進行中のプロセスにおいて観測される母集団については、一般的に標準偏差も平均値も
分かっていないので、これらは、適当な推定量を用いて算定しなければならない。このた
めに、進行中のプロセスから、かなりの数である大きさｎの標本が採取される。非特許文
献１４から、シューハートＱＲＫの場合、ｎ＝４から５の少なくとも２０個のサブグルー
プが推奨されることが分かる。
【０３７１】
　通常、
【０３７２】
【数３９】

【０３７３】
は、ｓ管理図と組み合わせて用いられる。その際、まず、ｓ管理図によって、品質特性の
分布（本書においては平均値の分布）を定常的とみなせるかどうかが検査される。このた
めにまず、各サブグループｉについて標準偏差ｓｉと平均値
【０３７４】

【数４０】

【０３７５】
とが算定される。サブグループ数をｍとすると、サブグループ
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【０３７６】
【数４１】

【０３７７】
の平均標準偏差を式５．２７に従って算定できる。
【０３７８】
【数４２】

【０３７９】
　ｓ管理図の管理限界を算定するために、もう１つの値、いわゆる
【０３８０】
【数４３】

【０３８１】
が必要となる。
【０３８２】
【数４４】

【０３８３】
は、未知の母集団σの標準偏差に対する不偏推定値である。因数ｃ４は、標本の大きさｎ
を考慮して、式５．２８によって算出するか、あるいは、文献の表から持ってくることが
できる。
【０３８４】
【数４５】

【０３８５】
【数４６】

【０３８６】
とｃ４とを用いることで、式５．２９ａ及び式５．２９ｂからｓ管理図の管理限界を算定
できる。
【０３８７】

【数４７】

【０３８８】
【数４８】

【０３８９】
　パラメータＢ３及びＢ４も文献から持ってくることができる。
【０３９０】
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【数４９】

【０３９１】
の管理限界も同じように算定される。式５．３０によって、まず、母集団
【０３９２】
【数５０】

【０３９３】
が算定される。
【０３９４】
【数５１】

【０３９５】
　限界値は、式５．３１ａ及び式５．３１ｂで算定される。
【０３９６】
【数５２】

【０３９７】
【数５３】

【０３９８】
　パラメータＡ３も文献から持ってくることができる。
【０３９９】
　独立性及び正規分布に関する仮定が大きく侵害された場合、これは、特に相関性を有す
るデータにおいて、管理限界の誤った算定につながる。非特許文献１４から、相関性を有
するデータの場合、ｓ管理図と
【０４００】
【数５４】

【０４０１】
との限界値は、一般的にあまりに小さく設定されることが見て取れる。非特許文献１８で
は、相関性を有するデータがシューハートＱＲＫの機能性に対して及ぼす作用について分
析されており、この問題に関する解決手段が提示されている。しかし、中央集中型の測定
データ診断のためには、これらの解決手段は、補正値を伴うさまざまなグラフを必要とす
るので、あまりに高コストである。それにもかかわらず、相関性を有するデータにも有効
であるように、本発明では、経験的な補正係数が導入された。この補正係数によって、自
己相関係数ＡＫＫに応じて、
【０４０２】

【数５５】

【０４０３】
の管理限界が拡張される。補正限界は、下記の式５．３２ａ及び式５．３２ｂによって算
定される。
【０４０４】



(50) JP 5203984 B2 2013.6.5

10

20

30

40

50

【数５６】

【０４０５】
【数５７】

【０４０６】
　補正は、ＡＫＫ＞０．５の範囲で実施される。限界があまりに拡張され過ぎないように
、ＡＫＫ＝ＡＫＫｍａｘは０．９に制限される。
【０４０７】
　ＷＥＣＯルールは、Western Electric 社の場合、製造プロセスの監視のために開発さ
れた。これらのルールは、標本標準偏差ｓと１ｓ、２ｓ及び３ｓに関する重大度限界とに
基づいている。これらのルールの背景は、上述のケースの１つが発生する確率ｐが０．０
０２７である場合、正規分布データの際に、観測データの９９．７３％が±３ｓ内にある
ので、この確率は偶発的ではなく誤差として評価されるということである。
【０４０８】
　これらのルールは、以下のように定められている。すなわち、
１．少なくとも１つの値が３ｓ限界を超える（ゾーンＡ）。
２．互いに連続する３個の値のうち２つが２ｓ限界を超える（ゾーンＢ）。
３．互いに連続する５個の値のうち４つが１ｓ限界を超える（ゾーンＣ）。
４．互いに連続する８個の値が、中心線の一方の側にある。
５．トレンドルールは、互いに連続する６個の値が昇順の値又は降順の値であるとき、そ
れらの値がトレンド特性を持つということを意味する。
【０４０９】
　個々の方式を対比すると、グラッブス検定とＺスコア検定のみが同じ結果をもたらすこ
と、及び、比較すると、この両方法が明らかに控えめな結果を出すことが分かる。すなわ
ち、外れ値の検出が少なくなる。一方、
【０４１０】
【数５８】

【０４１１】
とＷＥＣＯルールとを比較した場合に目につくことは、ＷＥＣＯルールの方が、
【０４１２】

【数５９】

【０４１３】
よりも検出頻度が高いことである。この理由はグルーピングにある。ＷＥＣＯルールの場
合、各値は、減衰されることなく判定に考慮される。
【０４１４】
【数６０】

【０４１５】
の場合、極値は、グルーピングによって弱められる。しかし、ＷＥＣＯルールでは、点の
連続が重要な役割を担う。従って、限界値ブロックについて、個別の最適な方式を挙げる
ことはできない。ここで考慮すべきことは、上述の全ての方式が、多かれ少なかれ強い分
布依存性を有すること、及び、ジャルク・ベラ検定では、同様に多かれ少なかれ強い正規
分布を持つ場合が検出されることである。この理由から、外れ値検出のために複数の方式
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が明らかになっている。
ナリモフ：　検定区間において検出される外れ値が２個である９５％レベルでのナリモフ
検定
グラッブス：　９５％レベルでの帰無仮説Ｈ０（外れ値なし）の棄却
ＱＲＫ：　１つ以上のグループ値が、ＱＲＫを逸脱している
Ｚスコア：　１つ以上の標本値が、－３．５＜ｚ＜３．５の区間の外にある
　後のエラー分離及びエラー検出のために、ＮＦＡの個別ブロックから１つのバイナリ結
果を生成しなければならない。このために、特別なロジックが開発され、そのロジックが
図２６に示されている。信号品質のロジックのために、まず、式５．３３ａから式５．３
３ｃが開発され、これらの式によって、個々のバイナリ結果のブロック結果が形成される
。
【０４１６】
【数６１】

【０４１７】
【数６２】

【０４１８】
【数６３】

【０４１９】
　これらのブロック結果は、新たに加算され、信号品質の試験変数ＰＧＳＱと比較される
。信号品質領域でエラーを生じない個別方式は、それぞれ定常動作ブロック及び限界値ブ
ロックにおいて実現できないようにＰＧＳＱは調節されている。
【０４２０】
　この手順について、短い例を挙げて説明する。測定されたトルクに関するデータベース
の評価は、例えば、表５．９に示された結果を提供する。
【０４２１】
【表１２】

【０４２２】
　これに関連する品質管理図が図２７に示されており、それに関するｚ変換された分布関
数が図２８に示されている。その際、図２７には、３０個の標本値ｘｉがＭＤ曲線として
示され、ＱＲＫのグループ値がｘｂａｒ点として示される。ＵＣＬ及びＬＣＬは、上方管
理限界及び下方管理限界を表す。この例ではまた、
【０４２３】
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【数６４】

【０４２４】
の減衰作用も示されている。ｘ９＜ＬＣＬ及びｘ２４＜ＬＣＬであるにもかかわらず、こ
れは、グルーピングによって減衰され、その結果、エラー通知は行われない。
【０４２５】
　パラメータ化によって同じ種類の２つ以上の測定変数（例えば４×排ガス温度Ｔ３）が
選択された場合、各チャネルについての妥当性関数を個別に算定するかどうか、又は、代
表的な変数についてのみ計算を実行するかどうか、について検討する必要がある。
【０４２６】
　中央値比較を用いて、関与変数の同一性は、全ての変数から中央値を算定し、この中央
値を中心にパラメータ化可能な許容範囲を定めることによって簡単に分析することができ
る。許容範囲内にある全ての変数に関しては、これらの変数のどれが、以下の妥当性計算
のために用いられるかは重要ではない。この手順は、有効性が同じである場合、システム
負荷の明らかな低減につながる。
【０４２７】
　しかし、中央値比較は、同時にまた能率的なエラー検出方式でもある。これに関連して
、図２９には、２．２リッターオットーエンジンにおける排ガス温度シリンダ１からシリ
ンダ４までの測定が示されている。不具合のある油圧バルブリフタによって、ＥＣＵのノ
ッキング検出が起動され、シリンダ１について点火時点を遅らせる方向に調整された。そ
れに続いて生じる、排ガス温度の上昇とシリンダ１における点火時点の変化とは、中央値
比較によるエラー検出につながった。この場合、エラー通知として、Ｔ３＿１及びＺＺＺ
Ｐ１におけるエラーが出力された。それに続くエラー解析によって、「油圧バルブリフタ
不良」というエラー原因が特定された。
【０４２８】
　最も簡単な場合、試験設備システムは、運転点変更及び変動点変更について正確に明ら
かにするはずである。しかしまた、この機能を、試験設備システムとは独立して、任意の
測定信号に関して用いることができるように、運転点変更検出は、独自の機能として実装
される。一般的な表現をすると、この検出は、所定の測定変数におけるジャンプを伴う変
化を識別するために用いられ、従って、ジャンプ検出とも呼ぶことができる。
【０４２９】
　同じ一連の測定ではあるが、ｔ＋１だけシフトされている２つの標本の中央値が、運転
点変更の際、互いに明白に異なっているという仮説が、アプローチとして用いられる。し
かしまた、この仮説は、変数の、ジャンプを含む変化が、システム動作における重大な変
化を引き起こすに違いないということでもある。さらに、実質的にジャンプすることが可
能であるのは、設定変数又は基準変数のみであると想定される。この種の変数には、例え
ば、回転速度、トルク又はアクセルぺダル踏み込み量などが含まれ、これらはまた、運転
点変更変数とも呼ばれる。点火時点（ＺＺＰ）、ＥＧＲ率又はその他の、ＥＣＵによって
調整可能な変数は、ファクタ又は変動変数と呼ばれる。
【０４３０】
　ジャンプ検出は、図３０に模式的に示されているように、互いに対して１つの値（ｔ＋
１）だけシフトされている２つのロールメモリによって機能する。両方のロールメモリか
ら中央値が算定される。運転点変更が検出されるのは、式５．３４ａ又は式５．３４ｂが
満たされたちょうどそのときである。
【０４３１】
【数６５】

【０４３２】
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【数６６】

【０４３３】
　従ってまた、ジャンプ時点の他に、変化の方向も決定することができる。
【０４３４】
　検出されたジャンプには、一般的に「定常動作なし」という状態が伴う。従って、信号
解析の上述のロジックブロックにおいて、自動的に信号品質＝１という結果が生成される
。形式上、この説明は、全く正確である。なぜなら、この時点において、必要とされる信
号品質は生じていないからである。しかし、これが、所望の運転点変更に起因すると考え
られる場合、ここでは、エラー通知が行われるのではなく、エラー検出が中断される。さ
らに、運転点変更検出の結果は、同時に、上位の論理ループにおいて承認条件としても用
いられる。
【０４３５】
　図３１は、エンジントルクの、ジャンプを伴う変化が、回転数不変の場合に、さまざま
な応答変数、例えば排ガス温度又はオイル温度及び水温に対して、どのように作用するか
を示す。基準変数におけるジャンプの検出の他に、信号波形の識別の際、運転点変更検出
が決定的な役割を担う。同時にまた、運転点変更を正確に決定することによって、非線形
回帰のための開始点及び開始値が得られる。
【０４３６】
　定常動作検出は、定常的なシステム動作を前提とする全てのサブ機能にとって重要であ
る。これは、特に、信号解析に関する全ての統計的機能に当てはまるが、しかしまた、多
くの妥当性方式及び静止診断にも当てはまる。
【０４３７】
　その際、選択された各測定チャネルについて、定常動作が個別に突き止められる。これ
は、例えば、チャネル固有の信号解析及び幾つかの妥当性方式にとって重要な承認判断基
準である。計算コストを低減できるように、また、定常動作検出は、幾つかの数少ない変
数に対してだけ、又は、そのときにプロセス状態全体の指標として用いられる１つの変数
に対してだけ用いることもできる。排ガス温度、オイル温度又は水温は、この種の変数で
ある。この方法の利用は、それぞれの試験設備状況次第であり、従って、パラメータ化可
能に構成されている。
【０４３８】
　方式上の観点からは、定常動作検出は、勾配に関する設定値／実際値比較である。この
ために、パラメータ化において各チャネルについて限界勾配を入力しなければならない。
その際、勾配には、準定常的な場合が含まれるべきである。これが意味することは、勾配
とは、既に比較的「平ら」であるが、まだ漸近的ではないということである。
【０４３９】
　測定データは一般的に確率的特性を示すので、当該の測定信号に対して、適切なデータ
モデルを作成しなければならない。これに特によく適しているのは回帰モデルであり、と
りわけ、線形回帰、ガウス・ニュートン法による非線形回帰、重回帰という３つのアプロ
ーチである。
【０４４０】
　線形回帰とは対照的に、非線形回帰及び重回帰の場合、上述の運転点変更検出が必要と
される。運転点変更検出は、回帰アルゴリズムの厳密な開始点を定めるという役割を持つ
。なぜなら、そうでない場合、モデル曲線を正確に算定することができず、それに続く勾
配比較に誤りが伴うからである。
【０４４１】
　上述の各アプローチを試行した結果は、反復法が、非常に敏感であり、１つの重大な運
転点変更の検出に大きく依存するというものであった。さらに、マトリクスを解くための
計算コストも無視できない。多記述としてモデル計算式を用いることができるが、しかし
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、これは、当該アプローチの実施とほとんど効果は変わらない。勾配探索に関しても、線
形回帰と比較して利点はない。
【０４４２】
　従って、コストに対して効果が伴っていない。それに対して、線形回帰は、探索する勾
配を算定する際、頑健な特性、わずかな計算コスト及び十分な精度という点で優れている
。このことは図３２にも示されている。従って、統合された測定データ診断における勾配
計算のために、線形回帰は特に好適である。さらに分かりやすい図として、図３３に、０
から１４０ｓの範囲が拡大して示されている。その図からよく分かるように、局所的な線
形部分モデル（ＬＬＭ）は、十分な精度で定常動作検出のための測定データ曲線に従って
いる。
【０４４３】
　用いた識別法とは独立して、ＬＬＭの算定勾配が、パラメータ化において定められた限
界勾配をチャネル毎に式５．３５によって比較される。
【０４４４】

【数６７】

【０４４５】
　「定常動作に至る」という状態と「定常動作に至らない」という状態との間で永久振動
することを避けるために、定常動作カウンタが導入された。このカウンタは、１つのチャ
ネルが「定常動作状態」であると評価される前に、互いに連続する幾つの反復ステップに
ついて、式５．３５が満たされていなければならないのか、を示す。基本設定のために、
ここでは５秒という値が提案される。すなわち、当該のチャネルが、１Ｈｚという動作周
波数において、「定常動作状態」と表示されるまでに、５ｓの間、定常動作状態にあった
に違いないということである。このことから生じる遅延は、実際の運転においては副次的
な役割しか担わないが、その一方で、利用者に対する情報の質をより良好なものにする。
【０４４６】
　妥当性検査の際、物理的なシステム特性が、期待される設定特性と比較される。設定特
性の記述は、論理的な関連性及び計算式又はモデルによって行われる。このために、温度
、圧力、質量流量及び排ガス排出に関する主要グループが定義され、それらが、当該のツ
ールボックスにまとめられる。ツールボックスは、エラー検出に関する複数の機能を１つ
の処理ユニットにまとめる機能コレクションを意味する。目的は、優れた検出精度と分離
強度とを有する簡単で頑健かつ普遍的な方法を実現することである。
【０４４７】
　その際、検出精度は、方式特性でもあり、パラメータでもあるので、確実に検出可能な
最小のエラーを示す目安である。ある種の簡略化又は仮定のために、検出精度は方式特性
とみなさなければならない。なぜなら、これらの仮定及び簡略化によって、当該の方式に
ついてそれ以上詳細に記述することが不可能になるからである。しかし、利用者が試験タ
スクに関して検出精度を設定できるので、検出精度はパラメータともみなせる。
【０４４８】
　分離強度は、エラー分離におけるエラー検出の自動的評価及び汎用的評価のために導入
され、エラーをそのエラーを有する測定チャネルと関連付けるための、方式の性能と定義
される。例えば、Ｔ３＞Ｔ２という不等式は２つの等価の項を有し、従って分離強度ｐ＝
０．５を有する。機器チェックの方式は、常に分離強度ｐ＝１を有する。なぜなら、この
場合、常に１つのチャネルのみが観測されるからである。空気質量流量及び燃料質量流量
から測定されたラムダ値と算定されたラムダとの比較は、例えば分離強度ｐ＝３．３を有
する。なぜなら、検査の際、３つの等価の情報が用いられるからである。
【０４４９】
　以下において、エラー検出に関する幾つかの関数を提示し、特に頑健性及び分離強度に
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【０４５０】
　個々の温度測定点を挙げることによって、位置と従ってまた温度レベルとを推定するこ
とができる。このようにして生じる温度のヒエラルキーによって、論理関係が、簡単な不
等式を用いて検査できるようになる。これに関して、図３４に、温度ツールボックスの構
造が、それに関連する入力変数及び出力変数と共に示されている。
【０４５１】
　割り当てを改善するために、及び、システム関連の特殊事項のために、温度ツールボッ
クスの場合、無過給エンジンと、排気ターボ過給機又は圧縮機を有する過給エンジンとの
間は区別される。
【０４５２】
　無過給エンジンとは異なり、ターボ構造の場合、一般的に給気冷却器の前及び後に測定
点を設けることができる。デュアル排気の構成である場合、多くの変数が２倍の個数にな
る。これが、例えば図３５の実際例に示されている。従って、方式及びジョブを実装する
際、これらの方式及びジョブも２倍実施できるように注意しなければならない。
【０４５３】
　同じ種類の複数の変数が生じる場合に備えて、上述のマスタークラスが導入された。１
つのマスタークラスに複数個の変数が入る場合、計算コストを低減するために第１のステ
ップにおいて当該変数の中央値比較が実施される。当該の全ての変数がこの検定に合格し
た場合、これらの測定変数は、等価とみなすことができ、第１の変数を代表値として用い
て計算することができる。変数が中央値検定に合格しなかった場合、その変数は、異常な
変数として検出され、従って、以降の計算では変数として考慮されることはない。個々の
マスタークラスへの当該測定個所の割り当ては、パラメータ化中に規準名マッピングにお
いて行われる。
【０４５４】
　表５．１０は、温度ツールボックスがどのような検査で構成されており、これらの検査
がどのようなエンジンタイプに適用されるのかを示す。エラー通知を避けるために、温度
ツールボックスの方式は、定常運転点においてのみ用いるべきである（承認条件）。これ
の理由は、例えば、ＮＥＥＤＣサイクルにおけるＴＤＩの排ガス温度特性にある（図３６
）。容易に分かるように、全サイクル中に、惰行段階によってしばしばＴ４＞Ｔ３という
状況が生じる。これによって、確かに形式上は正常なエラー検出が行われるであろうが、
しかし、このエラー検出は、センサがエラーを有することよって生じたのではなく、運転
点が不安定であるために生じている。この理由から、温度ツールボックスの方式は、惰行
運転において、及び、非定常運転点においてオフの状態にすべきである。
【０４５５】
　分離強度に関して注目すべき点は、全ての不等式が、分離強度ｐ＝０．５を有すること
である。水温及びオイル温度の区間検定は、分離強度ｐ＝１になる。同種の複数の温度を
比較する場合は、分離強度ｐ＝１／ｎが適用され、その際、ｎは関与するチャネルの個数
を表す。
【０４５６】
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【表１３】

【０４５７】
　温度範囲におけるエラー検出の場合と全く同じように、個々の圧力測定点は測定点位置
に従って特徴付けられる。これにより、温度ツールボックスの場合と類似したヒエラルキ
ーが生じる。ただし、図３７に示された圧力ツールボックスの場合、さまざまなエンジン
コンセプトの区別は、温度ツールボックスの場合よりもさらに重要である。
【０４５８】
　表５．１１は、圧力ツールボックスがどのような検査で構成されており、これらの検査
がどのようなエンジンタイプに適用されるのかを示す。その際、圧力ツールボックスの場
合も、温度ツールボックスの場合と全く同じ制限事項に注意する必要がある。また、ター
ボ過給の場合、ある種の負荷範囲に特に注意すべきである。
【０４５９】
　定常運転（ｐｍｅ＝１ｂａｒから）において、過給機は、一般的に常に周囲よりもわず
かに高い過圧を供給する。この前提があることによって、圧力ｐ０及びｐ１と給気圧との
比較検査を行う各方式が有効となる。この検査は、負荷が小さい場合（ｐｍｅ＜１ｂａｒ
）には中止すべきである。なぜなら、この場合、過給機が絞り弁の働きをする可能性があ
るからである。これは、特に過給機の軸受位置が低温である場合、及び、これに関連して
軸受摩擦がある場合（「鈍い過給機」）に当てはまる。
【０４６０】
　分離強度に関して注目すべきことは、全ての不等式が分離強度ｐ＝０．５を有するとい
う点である。オイル圧力の区間検定は、分離強度ｐ＝１となる。同種の複数の圧力を比較
する場合は、分離強度ｐ＝１／ｎが適用され、その際、ｎは関与するチャネルの個数を表
す。
【０４６１】
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【表１４】

【０４６２】
　Ｃ収支（炭素収支）は、質量保存の法則に基づいており、原則として、排ガス濃度の妥
当性検査にも、空気質量流量及び燃料質量流量の検査にも適している。方式としては、Ｃ
収支は、図...に示された排ガスツールボックスに含まれている。
【０４６３】
　Ｃ収支においては、エンジン内へ流入及びそこから流出する炭素質量流量が考慮される
。平衡状態（定常運転）のためには、供給される質量流量と排出される質量流量とが、パ
ラメータ化可能な許容差を考慮した上で、等しくなければならない。
【０４６４】
　Ｃ収支の構成要素は、空気、燃料及びオイルを介してエンジン内へ持ち込まれた炭素質
量流量と、排ガスを介して排出された炭素質量流量とである。オイルの燃焼によって持ち
込まれたＣ量は、推定することが難しく、従って、収支では無視される。Ｃ収支に関する
許容差を定める際、無視したというこの点も考慮されねばならない。
【０４６５】
　さらに、考慮しなければならないことは、排ガス質量流量、排ガスモル質量及び排ガス
濃度が常に湿り未処理排ガスに関連するということである。このことから、どのような排
ガス成分を乾式測定し、また、どのような排ガス成分を湿式測定するのかが分かっている
という要件、及び、乾式測定した濃度を湿り排ガスに換算しなければならないという要件
が生じる。このために、いわゆる湿り補正が必要である。
【０４６６】
　全ての排ガス計算のために、常に湿り未処理排ガス（排ガス未処理排出、未処理排出）
の濃度が用いられる。しかし、排ガス測定の際、機器上の理由から、乾式測定と湿式測定
とを区別しなければならない。この事情のために、乾式測定された成分を適当に換算する
ことが必要となる。排ガス分析器の前においてガス冷却器内で冷却される場合、乾式排ガ
ス測定と呼ばれる。このような分析器の場合、燃焼水の凝縮が分析前に起こる。これは、
分析器の簡素化につながる。
【０４６７】
　湿式排ガス測定の場合、燃焼水の凝縮を防ぐために、当該の分析器（例えばＦＩＤ）は
十分に加熱される。図３９に、炭素質量流量の排出例における湿り補正の作用が示されて
いる。補正された質量流量と補正されていない質量流量との差は、約５．２％であり、無
視すべきではない。
乾式排ガス測定と湿式排ガス測定との間の補正ファクタの計算は、非特許文献２７に従っ
て行われる。このアプローチに従って、補正ファクタは以下のように算定される。
【０４６８】
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【数６８】

【０４６９】
【数６９】

【０４７０】
【数７０】

【０４７１】
【数７１】

【０４７２】

【数７２】

【０４７３】
　その際、ｍｆｕｅｌは燃料質量流量、ｍａｉｒは吸入された空気質量流量、Ｒａは空気
湿度、Ｐａは周囲圧力、Ｔは吸入された空気の温度である。
【０４７４】
　補正ファクトタｃｏｒｒの算定後、乾きとしてパラメータ化された全ての排ガス成分は
、ｔｃｏｒｒを用いて、式ＡＩＩＩ.６に従って渇きから湿りへと換算される。
【０４７５】
【数７３】

【０４７６】
　空気湿度を考慮する場合、理論上、やはり湿り補正を必要とする。しかし、これは、本
書においては無視される。
【０４７７】
　湿り補正以外に、空間成分から質量成分への換算もしばしば必要である。排ガス分析器
の測定値は、空間成分であり、式ＡＩＩＩ．７によって適当なモル質量を用いて重量成分
へ換算することができる。
【０４７８】

【数７４】

【０４７９】
　個々の成分の質量流量を算定するために、重量成分と総質量流量とを乗算する（式ＡＩ
ＩＩ．８）。
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【０４８０】
【数７５】

【０４８１】
　Ｃ収支の試験変数自体は、式５．３６によって算定される。
【０４８２】

【数７６】

【０４８３】
　式５．３７が満たされない場合、エラーが検出される。
【０４８４】

【数７７】

【０４８５】
  圧力及び温度におけるエラー検出とは異なり、Ｃ収支は、原則的に全てのエンジンタイ
プに用いることができる。負荷が低い場合（ｐｍｅ≦１ｂａｒ）、この方式はオフにすべ
きである。なぜなら、この範囲では、空気質量流量及び燃料質量流量がゼロに接近し、従
って、誤通知の恐れが非常に高くなるからである。さらに、考慮すべきことは、通常の排
ガス測定技術が、一般的に動的運転用ではないことである。この理由から、Ｃ収支は、定
常運転点においてのみ用いるべきである。
【０４８６】
　簡略化及び無視を伴うことから、並びに、排ガス質量流量測定、空気質量流量測定及び
燃料質量流量測定の際の測定精度上の問題から、頑健であるが臨界的なエラー検出を行う
ために、許容差は、１０％未満に選定すべきではない。表Ｔ５．１２は、検出精度に応じ
た当該許容差に対する提案例である。
【０４８７】

【表１５】

【０４８８】
　既に上で簡単に言及したように、検出精度の他に、方式の分離強度も重要である。Ｃ収
支の場合、湿り補正のために、全ての排ガス測定変数（ＨＣ、ＣＯ、ＣＯ２、Ｏ２、ＮＯ
Ｘ）と空気及び燃料の質量流量とが、収支に算入される。その際、モル質量、燃料データ
及び参入されたラムダが正確であることが前提である。
【０４８９】
　全ての変数が等価であると仮定すれば、分離強度ｐ＝１／７＝０．１４となる。この仮
定は、当然、支持されない。なぜなら、例えば、ディーゼルエンジンの場合、変数Ｏ２及
びＣＯ２は％レベルであり、ＨＣ、ＣＯ及びＮＯＸという変数はｐｐｍレベルであるから
である。従って、これらの変数の間には１００００倍の差がある。このことから推定され
ることは、ＨＣ、ＣＯ又はＮＯＸという変数に大きなエラーがあったとしても、Ｃ収支に
は大きな影響を及ぼさないということである。このような事情を証明するために、２．０
Ｌ・ＴＤＩにおいてステップ測定を用いて、Ｃ収支に対する個々の成分が分析された。測
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定のために以下の点が設定された。
【０４９０】
【表１６】

【０４９１】
　この分析において、次々に全てのコンポーネントに５０％エラー（測定値×１．５）が
印加され、オリジナル測定と比較された。その結果が図４０に示されている。
【０４９２】
　図４０からまず分かることは、エラーを含んだ測定の場合、流入する炭素質量流量と流
出する炭素質量流量との間の差が５％から１０％であり、従って、最低の検出精度が１０
％で良いということが証されている。
【０４９３】
　空気質量流量又は燃費質量流量（ＭＬあるいはＭＢ）において、及び、ＣＯ２濃度にお
いて、正しい測定値に対する５０％エラーは、図３９に示されているように、Ｃ収支の結
果における有意な偏差につながる。一方、変数ＮＯＸ、ＣＯ、Ｏ２における同様のエラー
は、有意な作用を及ぼさない。
【０４９４】
　ＣＯ２排出は、排出される炭素質量流量の算定のためにのみ用いられるので、人工的な
５０％エラーは、負のＣ収支を通して現れる。すなわち、供給される炭素よりも排出され
る炭素の方が多い。一方、空気質量流量は、収支の正負両面に関与する。しかし、その際
、考慮すべきことは、吸入された空気のＣＯ２濃度（約３５０ｐｐｍ）が、排ガスにおけ
る濃度よりも明らかに低いということである。従ってまた、排出側での作用が、供給側で
の作用よりも明らかに大きい。これは、負のＣ収支として現れる。
【０４９５】
　ちょうど逆のことが、燃料質量流量の計算において現れる。この場合、供給される燃料
の項による供給側における影響は、排出側よりも明らかに大きい。これは、正のＣ収支と
いう特徴となる。
【０４９６】
　逆のエラーケースでは、上記特徴は、上述した論拠によって同様に逆になる。偏差が小
さくても、この作用は同じであるが、それほど明確には現れない。
【０４９７】
　このことから導出できることは、Ｃ収支の分離強度が、質量流量及びＣＯ２濃度の点で
優れていると言えることである。ＨＣ、ＣＯ、ＮＯＸ及びＯ２という変数については、分
離強度はほぼゼロと言える。ＣＯの場合は、まだオットーエンジンとディーゼルエンジン
とを区別しなければならない。従って、Ｃ収支は、下記のチャネル固有の分離強度に達す
る。
【０４９８】

【表１７】
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　さらに、Ｃ収支から、後のエラー分離及びエラー分類の際に特に有用な特徴も導出でき
る。これにより、Ｃ収支の負の有意な偏差は、空気質量測定又はＣＯ２測定における正の
エラーに関する特徴として利用できる。正の有意な偏差は、燃料質量流量測定における正
のエラーに有用である。この場合、正は、測定値が高すぎることを意味する。
【０５００】
　酸素収支は、上述のＣ収支と同じアプローチに基づいている。その際、エンジン内に流
入する酸素質量流量とそこから流出する酸素質量流量とが差引勘定される。図４１は、Ｏ
２ツールボックスの構造を示す。
【０５０１】
　Ｏ２収支の試験変数自体（ＥＯ２Ｂ）は、式５．３８に従って算定される。
【０５０２】
【数７８】

【０５０３】
　式５．３９が満たされない場合、エラーが検出される。
【０５０４】
【数７９】

【０５０５】
　Ｃ収支と全く同じように、酸素収支も、定常運転のために、及び、ｐｍｅ＞１ｂａｒの
場合にのみ用いるべきである。表Ｔ５．１４は、検出精度に応じた当該許容差に関する提
案例である。
【０５０６】
【表１８】

【０５０７】
　分離強度の検討のために、前章のシナリオが用いられる。その結果が、図４２に示され
ている。
【０５０８】
　Ｃ収支とは対照的に、予想されるように、幾分異なった図となる。空気質量流量と燃料
質量流量とに対するエラーの作用は、確かに認められるが、それにもかかわらず、まだ推
奨検出閾値を下回っている。一方、Ｏ２チャネル又はＣＯ２チャネルにおける５０％エラ
ーによる作用は、明らかに有意である。負の方向に特徴が現れるのは、排出酸素質量流量
が「高すぎる」ためであると説明できる。このことから推定されることは、Ｏ２収支の負
の有意な偏差は、Ｏ２測定又はＣＯ２測定における正のエラーの特徴として導出できると
いうことである。
【０５０９】
　従って、Ｏ２収支は、下記のチャネル固有の分離強度になる。
【０５１０】
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【表１９】

【０５１１】
　測定データ診断において、さまざまなラムダ値を得ること、あるいは、これらのラムダ
値を比較することが可能である。これは、常に、大域的な空気燃料比であり、定常点にお
ける供給変数と排出変数との間の関係を表す。図４３は、ラムダ比較の関数全体を概略的
に示す。
【０５１２】
　図４３から分かるように、基本的に、それぞれのラムダ値の算定あるいは測定に関する
３つの情報源、すなわち、測定値としてのラムダ（エンジン自体／車両自体のラムダプロ
ーブ（λＥＣＵ）によるＥＣＵのラムダ又は外部プローブ（λＳｏｎｄｅ）の測定値とし
てのラムダ）、空気質量流量と燃料質量流量（λＬｕｆｔ／Ｋｒａｆｔｓｔｏｆｆ）、あ
るいは、排ガス排出（λＢｒｅｔｔｓｃｈｎｅｉｄｅｒ）から算定されたラムダがある。
【０５１３】
　ラムダ比較は、実質的に、冗長な変数を比較することによって、排ガス流量及び質量流
量におけるエラーを検出するという役割を担う。個々の結果の処理は、ロジックツールボ
ックスで行われる。方式上、ラムダ比較は、質量流量ツールボックスに割り当てられてい
る。
【０５１４】
　ブレットシュナイダーの式に関する計算コストを低減するために、以下の簡略化が行わ
れた。
【０５１５】
　パラメータ化において、空気湿度及び周囲温度に関するデータが指定される（例えばＴ
Ｕｍｇ＝２０℃の際にψ＝５０％）。オイル消費量は０に設定される。炭素には硫黄が含
まれていないと仮定される。排ガスには、化合物ＮＨ３、Ｈ２Ｓ、Ｈ２が含まれる濃度は
非常に低く、無視できる。ＨＣ化合物であるＣＨ４、ＣＨ３ＯＨ及びＨＣＨＯは、ＦＩＤ
によって大部分検出され、残りは無視される。
【０５１６】
　λＢｒｅｔｔｓｃｈｎｅｉｄｅｒ、λＬｕｆｔ及びλＳｏｎｄｅから、表Ｔ５．１６の
検査ルールが導出される。算定されたλ値及び／又は測定されたλ値が厳密に同じである
ことは期待できないので、比較の際、一定の許容差を設けなければならない。このことは
、
【０５１７】
【数８０】

【０５１８】
によって表される。
【０５１９】
　許容差は、パラメータ化可能であり、同時にまた個々の検査ルールの検出精度の指標で
もある。
【０５２０】



(63) JP 5203984 B2 2013.6.5

10

20

30

40

50

　良好な頑健性と厳密なエラー検出との間の目標の相反を客観的に記述できるように、ブ
レットシュナイダーの式の簡略化による作用、及び、運転点とさまざまな測定方法とによ
る作用が分析された。
【０５２１】
【表２０】

【０５２２】
　ブレットシュナイダーによる計算の際の簡略化という理由から、及び、空気質量流量及
び燃料質量流量の測定時の測定精度上の理由から、頑健であるが臨界的なエラー検出を行
うために、許容差は、１０％未満に選定すべきではない。表Ｔ５．１７は、検出精度に応
じた当該許容差に対する提案例である。
【０５２３】

【表２１】

【０５２４】
　ラムダツールボックスの場合も、圧力ツールボックス及び温度ツールボックスの場合と
同じ運転条件及び遮断条件が適用される。すなわち、定常運転点の場合にのみ用いるべき
であり、また、各方式は、惰行運転時にはオフにされるということである。
【０５２５】
　λ検査ルールに関する分離強度の検討は、幾分異なった様相を呈する。
【０５２６】
【数８１】

【０５２７】
という比較は、分離強度ｐ＝０．５という特徴を有する。なぜなら、等価の測定信号が検
査に２つしか含まれないからである。
【０５２８】
　一方、
【０５２９】

【数８２】

【０５３０】
と
【０５３１】
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【０５３２】
という比較では、それぞれ３つの等価の測定信号が含まれており、そこから、分離強度ｐ
＝１／３が生じる。
【０５３３】
　一方、
【０５３４】

【数８４】

【０５３５】
及び
【０５３６】
【数８５】

【０５３７】
あるいは
【０５３８】
【数８６】

【０５３９】
に対する方式分離強度は、チャネル毎に観測されねばならず、表Ｔ５．１８にまとめられ
ている。
【０５４０】
　炭素はオットーエンジンの場合に％で、ディーゼルエンジンの場合にｐｐｍで測定され
るので、チャネル固有の分離強度を決定する際、エンジンの両タイプを区別しなければな
らない。その際、簡略化のために、オットーエンジンの場合、ＣＯ項が、ＣＯ２、Ｏ２、
ＭＬ、ＭＢ、λＳｏｎｄｅ及びλＥＣＵの各項と同じ重要性を有すると仮定される。ＮＯ
Ｘ項は、方式分離強度を決定する際、ｐＮＯＸ＝０．０００１であるので無視される。デ
ィーゼルエンジンの場合、さらにＣＯ項も無視される。
【０５４１】
　方式分離強度の決定について、
【０５４２】

【数８７】

【０５４３】
という方式例を用いて簡単に説明する。この方式がオットーエンジンに用いられる場合、
変数ＨＣ、ＣＯ、ＣＯ２、Ｏ２、ＮＯＸ及びλＳｏnｄｅが、計算のために必要となる。
しかし、ＨＣ及びＮＯＸは、分離強度の決定に対する影響はわずかであるので無視される
。従って、７つではなく５つの等価項だけが、ｐの決定のために用いられ、分離強度ｐ＝
１／５が生じる。
【０５４４】
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【表２２】

【０５４５】
　上述した各収支の場合と全く同じように、ラムダ比較の場合も、エラー検出のための適
当なエラー特徴が抽出される。図４４から明確に分かるように、空気又は燃料の質量流量
測定における重大なエラーは、ラムダ計算における当該の特徴につながる。一方、ブレッ
トシュナイダーによる計算の場合、予想されるように、ＣＯ２測定及びＯ２測定の点でエ
ラーが大きくなる。
【０５４６】
　燃料分析によって、主要成分ｃＢｒｅｎｎｓｔｏｆｆ、ｈＢｒｅｎｎｓｔｏｆｆ及びｏ

ｂｒｅｎｎｓｔｏｆｆを決定することができる。これらの成分の合計は、ほぼ１でなけれ
ばならない。パラメータ化において、各燃料に関する規定値を選定するか、又は、現在の
値を入力することが可能である。入力時、式５．４０の条件が満たされているかどうかが
検査される。
【０５４７】

【数８８】

【０５４８】
　さらに、ノーマル、スーパー、スーパープラス及びディーゼルという通常の各燃料に関
する複数の燃料分析作業から、主要成分についての最小値及び最大値を参照標準として得
ることができた。
【０５４９】

【表２３】

【０５５０】
　これから、式５．４１による検査が生じる。
【０５５１】

【数８９】

【０５５２】
　重量測定の成分の他に、燃料分析の際、当然、燃料密度も決定される。その際、当該の
燃料に関して以下の限界値が得られた。
【０５５３】
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【表２４】

【０５５４】
　これから、式５．４２による燃料密度の検査が生じる。
【０５５５】
【数９０】

【０５５６】
　ここで注意すべきことは、限界値が推奨値とみなされるということである。なぜなら、
限界値は、非常に限られた標本数からしか算出されていないからである。従って、燃料デ
ータの観測は、実質的に入力エラーを避けることが意図されている。
【０５５７】
　静止診断によって、エンジン及び／又は試験設備におけるエラーは、テストラン開始の
前には検出されるべきである。このために、選択されたチャネルについて、測定データが
、パラメータ化可能な時間間隔（例えば６０秒）にわたって収集周波数１Ｈｚで収集され
、簡単なスタートアップチェックにおいて処理される。この時間間隔は、この章で説明し
た全ての個別関数が関連するデータベースとなる。
【０５５８】
　適当な方式を用いて、全ての温度がほぼ周囲温度に等しいかどうか、及び、全ての圧力
が周囲圧力を中心として変動するかどうかが検査される。さらに、選択された全ての測定
チャネルが存在し、これらのチャネルが期待通りに測定値を供給するように配慮される。
最後の検査によって、選択された測定値全てにドリフト又はノイズが含まれていないかど
うかが分析される。
【０５５９】
　このアプローチを用いる根拠は、全ての測定変数が、十分に長い待機時間の後、周囲と
の安定した平衡状態に移行するという簡単な事実である。例えば、温度は、周囲温度に接
近し、圧力もまた論理上周囲圧力に接近する（図４５）。さらに、信号が、期待される信
号特性と明確に異なっているかどうかを、既に静止状態において確認することができる。
【０５６０】
　従って、静止診断が利用可能であるためには、限界値監視、値比較、安定性及び信号品
質に関する各関数が用意される必要がある。
【０５６１】
　静止状態における限界値検査は、測定変数が、エンジン試験設備において、多少長い待
機時間の後、所定の漸近値に接近するという簡単な事実を利用する。圧力の場合、漸近値
は一般的に周囲圧力であり、温度の場合、周囲温度である。温度の場合に厳密に注意しな
ければならないことは、最後の燃焼運転からどれくらいの時間が経過しているか、という
ことである。なぜなら、構成部品、オイル及び冷却水が、まだ冷却段階にあるかもしれな
いからである。停止した低温のエンジンである場合、圧力、温度、「排ガス測定値」又は
質量流量は、特性限界値の中になければならない。これらは、限界値検査において静止状
態で監視される。表Ｔ５．２１は、限界値監視において分析される典型的な限界値の概観
を示す。
【０５６２】
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【表２５】

【０５６３】
　温度値は、通常の室温調整に適用される推奨値である。試験タスクに応じて、全く別の
温度範囲が必要となるかもしれない（例えば低温室）。
【０５６４】
　「静止状態における値比較」という機能は、同種の測定変数が、所定の基準を中心に変
動するかどうかを検査する。圧力及び温度が、これの典型的な例である。その際、比較の
ベースは、事前に設定した値でも、算定された参照値であってもかまわない。
【０５６５】
　限界値が事前設定されている場合、同種の全ての測定変数が、パラメータ化可能な許容
範囲において、この参照値と比較される。このような限界値は、例えば、測定された周囲
温度（ＴＵｍｇｅｂｕｎｇ）であってもよい。その際、全ての観測された温度は、式５．
４３を満たさなければならない。
【０５６６】

【数９１】

【０５６７】
　その際、ＴＰｒufは、評価の対象となる温度であり、Ｔｏｌｅｒａｎｚ（許容差）は、
利用者がパラメータ化できる許容差である。
【０５６８】
　参照変数の決定はまた、自動で行うこともできる。しかし、そのためには、同種の、少
なくとも２つの変数が必要である。この場合、参照変数は、個々の変数から中央値計算を
通じて作り出すこともできる。その際、それに続く試験は、上述の通り行われ、その例が
図４６に示されている。
【０５６９】
　静止状態における値比較は、測定データ診断において実装され、その際、利用者は、自
分が参照変数を事前設定したいのか、又は、参照変数がデータから算出されるようにする
のかを決定できるように実装される。
【０５７０】
　安定性の評価は、静止診断において、ドリフト検出と時間特性の補償という２つの役割
を担う。ドリフト検出のために、チャネル固有のデータベースの勾配が、簡単な線形回帰
によって求められ、パラメータ化可能な限界勾配と比較される。これにより、当該チャネ
ルが、漸近状態にあるかどうかが確認される。これは、特に温度チャネルにとって重要で
ある。
【０５７１】
　時間特性の補償は、原則として全ての測定チャネルに利用可能であるが、実質的には温
度チャネルに関係する。この方式では、時間特性は、局所的な線形モデル（ＬＬＭ）によ
って補償され、この補償は、適当なｒ２においてモデル値を測定値から差し引くことによ
って行われる。その結果、ゼロを中心とする、ドリフトのない不偏の信号が得られ（図４
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７）、この信号を用いて信号品質の評価を実施することができる。
【０５７２】
　図４８には、時間区間０ｓ＜ｔ＜１２０ｓの最初の４つの範囲が、ＬＬＭの、対応する
モデル式と回帰係数ｒ２と共に示されている。
【０５７３】
　静止状態における信号品質の評価は、既に上述した評価と全く同じように行われる。こ
の場合、データベースとして静止データが用いられる。
【０５７４】
　これまでに述べた全てのエラー検出方式に共通であるのは、これらの方式は定常運転点
又は準定常運転点に対してしか用いることができないという点である。従って、ここで、
例えばＮＥＤＣ排ガスサイクルのような非定常的な運転条件におけるエラー検出のための
アプローチを提示する必要がある。
【０５７５】
　既に言及したように、モデルベースのエラー検出は、時間上の理由から、一般的に除外
される。従って、コストがかからず、テストランに並行してデータサンプルを学習し、次
にデータサンプルを再び適切に分類することができる方式を見出さなければならない。こ
の構成は、自己学習観測システムに相当する。
【０５７６】
　解決手段として、ゲイル・カーペンター及びステファン・グロスバーグの適応共鳴理論
（ＡＲＴ）が選択された。ＡＲＴは、個別モデルではなく、モデルファミリーであり、非
監視学習アルゴリズムに属する。
【０５７７】
　これらのモデルは、本来、神経ネットワークの弾塑性のジレンマを解決するために開発
された。これは、神経ネットワークにおける新しい連合が、そのとき古い連合を忘れるこ
となく、どのように学習されるのか、という問題を意味する。
【０５７８】
　従って、弾塑性のジレンマの解決は、同時にまた、自己学習観測システムの分類問題の
解決でもある。学習は、ＡＲＴネットワークの場合、緩慢な学習法又は迅速な学習法に従
って行うことができる。緩慢な学習の場合、選択されたクラスの重みが、微分方程式を用
いて適合される。一方、迅速な学習の場合、この適合は、代数式を用いて決定される。
【０５７９】
　観測システムとして使用する場合、迅速モードが用いられる。なぜなら、この場合、学
習のために入力サンプルが１回しか提示されないからである。これは、観測システムにと
って極めて重要な特性である。これが可能であるためには、既に学習されたサンプルを維
持するための高い塑性が必要であるが、しかし同時にまた、この塑性は、既に学習済みの
サンプルのあまりに強い変更を防止する。これにより、原則として、各測定を新たなサン
プルとして学習でき、一方、将来の測定の基準として用いることができる。基本的に、Ａ
ＲＴモデルは、以下のスキーマに従って機能する。すなわち、
１）ネットワークに入力サンプルが印加される。
２）アルゴリズムが、入力サンプルについて検査し、保存されているサンプルとの類似性
に応じて、既存のクラスへ分類する。
３）当該入力サンプルを既存のいずれのクラスにも割り当てることができない場合、新し
いクラスが生成される。これは、当該入力サンプルに類似したサンプルを保存することに
よって行われる。
４）事前設定された許容差を考慮した上で、類似しているサンプルが発見されると、その
保存されていたサンプルは少し修正されて、新しいサンプルにさらに近似される。
５）現在の入力サンプルに類似していない保存されているサンプルは、変更されない。
【０５８０】
　従って、この手順によって、新しいクラスが生成できるので（塑性）、既存のサンプル
が現在の入力サンプルに類似していない場合、既存のサンプルを変更する必要がない（安
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定性）。
【０５８１】
　また、重要であることは、バイナリの入力サンプルと連続的な入力サンプルとに対して
ＡＲＴモデルが存在することである。
【０５８２】
　測定データは連続データであるので、実現するためには、連続入力ベクトル用のＡＲＴ
バージョンだけが検討対象となる。これらの特殊なモデルは、ＡＲＴ２又はＡＲＴ２Ａモ
デルと呼ばれ、典型的なＡＲＴモデルを拡張したものである。図４９は、ＡＲＴ２ネット
ワークの模式的な断面図である。
【０５８３】
　入力サンプルは、入力層Ｆ０に印加され、次に比較層Ｆ１に伝播される。そこで、さま
ざまなステップにおいて増幅され、正規化される。これは、比較層と検出層Ｆ２との間に
所定の平衡状態が生じるまでの間、行われる。この制御は、類似パラメータｒとリセット
コンポーネントとを介して行われる。Ｆ１におけるニューロンはネットワーク属性を表し
、一方、Ｆ２におけるニューロンはカテゴリ又はクラスを表す。各結合は、比重量で評価
される。従って、重み行列は、ＡＲＴの長時間メモリとも呼ばれる。
【０５８４】
　ＡＲＴネットワークをパラメータ化する際、類似パラメータに特に注意すべきである。
類似パラメータは、ネットワークの分類特性に大きな影響を及ぼす。その際、高い値は、
細かな記憶を呼び起こす。すなわち、多くの小さなクラスが形成される。一方、低い値は
、より高い抽象性を引き起こし、クラスの数は少なく、その分粗い。
【０５８５】
　ここでは、アルゴリズムの詳細な数学的説明は省き、その代わりに非特許文献２８、非
特許文献２９、非特許文献３０を挙げておく。
【０５８６】
　しかし、観察システムの役割は、分類だけでなく、測定値を関連参照値と比較すること
でもある。このようにすることでしか、観察システムは、監視される目標変数におけるエ
ラーを検出できない。このために、パラメータ化において適当な入力変数及び出力変数を
設定しなければならない。その個数は、理論的には無限であるが、システム負荷上の理由
から、入出力変数は１０個までに限定される。同じことが、原則としてクラス数にも当て
はまる。
【０５８７】
　従って、パラメータ化によって、どのデータがネットワークによって関連付けられるべ
きかが指定される。すなわち、観察システムによって、エラーのないプロセスのために目
標変数と応答変数との間に経験的な連合モデルが形成される。この課題のために、ＡＲＴ
の拡張が必要であり、これは、ＡＲＴＭＡＰ又は予想ＡＲＴ（Predicted ART）と呼ばれ
る。ＡＲＴＭＡＰネットワークの場合、２つのＡＲＴネットワークが、１つの結合ネット
ワーク、いわゆるＭＡＰフィールドと組み合わされて、監視学習システムになる（図５０
）。このことから、トレーニングサンプルが、入力ベクトル（目標変数又はファクタ）と
それと関連付けられた出力ベクトル（応答変数）とから構成されていなければならないこ
とになる。
【０５８８】
　その際、ＡＲＴ１、ＡＲＴ２又はＡＲＴ２Ａネットワークのどれを用いるのかは重要で
はない。本書においては、ＡＲＴ２Ａネットワークが用いられた。
【０５８９】
　第１のＡＲＴネットワーク（ＡＲＴａ）は入力ベクトルを処理し、第２のＡＲＴネット
ワーク（ＡＲＴｂ）は結果ベクトルを処理する。両ＡＲＴネットワークは、ＭＡＰフィー
ルドによって互いに結合されており、従って互いに同期される。
【０５９０】
　既にトレーニングされたＡＲＴＭＡＰネットワークの品質を検査するために、入力ベク
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トルがＡＲＴａの検出層に印加され、同時にまたＡＲＴｂの検出層の全ての入力がゼロに
される。ここで、ＡＲＴａにおいて、当該入力のための適切なクラスが探索される。
【０５９１】
　起動によって、トレーニング済みのセルが作動された場合、これによって、対応するＭ
ＡＰフィールドセルが起動され、一方、このＭＡＰフィールドセルが、対応する出力を生
成する。それに対して、ＡＲＴａにおいて、トレーニングされていないセルが起動された
場合、その結果として、全てのＭＡＰフィールドセルが起動される。これは、入力が十分
確実に分類できないということを示している。
【０５９２】
　この特性は、特に自動観察システムを制御するのに適している。この時点で、上述のア
ルゴリズムは、各サンプルに対して実施される。入力サンプルを分類できない場合、この
サンプルは自動的にもう一度、トレーニングアルゴリズムを走ることになる。これは、所
定の中断基準に至るか、又はトレーニングされた状態に達するまでの間、行われる。
【０５９３】
　自己学習観察システムのベースとしてのＡＲＴＭＡＴネットワークの基本的な適正を分
析するために、多様なＮＥＤＣサイクルが用いられた。評価のために許容されていない偏
差を排除するために、これらのサイクルは、まず、互いに比較された。全てのサイクルか
ら、１つのサイクルが参照サンプルとして選択され、そのサンプルが、ＡＲＴＭＡＰプロ
トタイプ（図５０）に「測定」として提示された。次に、ネットワークは、残りの他のサ
イクルで運転された。その際、２つの側面を検査すべきである。すなわち、
１）ＡＲＴＭＡＰネットワークは、類似サンプルをどの程度良好に分類できるのか？
２）目標変数に関するＡＲＴＭＡＰネットワークの予測は、どの程度良好か？
　評価のために重要であるのは、分析すべきＮＥＤＣ測定が、同じエンジン（乗用車用Ｔ
ＤＩエンジン）に対して、数日にわたって行われたという点である。
【０５９４】
　図５１に、その解析例が、ＮＯＸ未処理排出に関して示されている。容易に分かるよう
に、ＮＯＸ測定の再現性は比較的良好である。平均して、変動は５０ｐｐｍ未満である。
これらのデータによって、ＡＲＴＭＡＰネットワークが、非定常的なＮＥＤＣサイクル用
の基準としてどの程度適しているかが分析された。
【０５９５】
　ＡＲＴＭＡＰ観察システムに関する分析は、プロトタイプにおいてオフラインで行われ
た。この分析のために、６個の入力変数と１個の出力変数とを有するＡＲＴＭＡＰネット
ワークが生成された。入力変数としては、回転速度、アクセルペダル踏み込み量、トルク
、主燃料噴射の制御開始、主燃料噴射の噴射量、主燃料噴射時間が用いられた。目標変数
あるいは出力変数は、ＮＯＸ未処理排出であった。トレーニング段階において、ネットワ
ークは、上述の方法に従って、任意に選択されたＮＥＤＣサイクルによってトレーニング
された（図５１の赤線）。この場合、トレーニングとは、当該のデータが、トレーニング
されていないネットワークに開始サンプルとして提示されることを意味する。これらのデ
ータは、ネットワークによって分類され、正確な目標変数と関連付けられる必要がある。
他のＮＥＤＣデータによる検証の場合、まず、現在のサンプルが既知であるか、あるいは
、新たにトレーニングされねばならないのかが検査される。既知のサンプルであった場合
、現在の測定値と予測されたネットワーク出力との間で比較が行われる。
【０５９６】
　図５２に、任意に選択されたＮＥＤＣサイクルの、基準測定との比較結果が、例として
示されている（他のサイクルの分析も類似した結果になる）。この曲線から分かることは
、ネットワーク出力が、実際の測定に良好に従い得るということである。比較的大きな偏
差は、ＮＥＤＣの郊外走行部分と高速走行部分とにおいてのみ見られる。これの理由は、
２つのクラスが非常に類似しており、違いがあまりにもわずかであることにある。これは
、１７５０ｓから２０００ｓの範囲における振動するネットワーク出力から容易に見て取
れる。モデル及び測定が同じ動的特性を有していることから、動的診断に対してＡＲＴＭ
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ＡＰネットワークが基本的な適正を持つことが導出できる。ネットワーク出力と測定との
間の最大偏差が２０２ｐｐｍ（平均は約２５－３０ｐｐｍ）であり、プロトタイプでも驚
くほど良好な結果が得られた。その際、考慮すべきことは、既に測定値が最大５０ｐｐｍ
の範囲で分散していることである。類似ファクタの適合は、ここでは、まだ明らかな最適
化可能性を有している。
【０５９７】
　ＡＲＴＭＡＰアプローチは、基本的に、観察システムという形での動的エラー検出のた
めのベースとして十分に適している。
【０５９８】
　エラー分離として、下記の２つの基本的な要件がある。すなわち、
パラメータ化可能な診断強度を考慮した上で、エラーを有する測定変数又は異常な測定変
数を確実に通知すること、及び、
エラー検出のための将来の方式をエラー分離のアルゴリズムへ自動的に組み入れることが
できる汎用的な構造であることである。
【０５９９】
　これらの要件を満たすために、適当な評価ロジックが開発された。このロジックは、以
下においてロジック層と呼ばれ、図５３に模式的に示されている。
【０６００】
　この開発の際に考慮されたことは、エラー検出のためのチャネル選択性の方式とチャネ
ル全体の方式とのいずれもが用いられるということであった。また、巡回エラー検出によ
る個別値エラー検出と、リングメモリ素子という形での時間間隔に関する診断との間が区
別された。
【０６０１】
　全ての部分的な情報を正確かつ汎用に解釈できるように、エラー分離のための評価ロジ
ックの構造は、チャネル選択制のアプローチに基づいている。
【０６０２】
　チャネル選択制アプローチの場合、複数の入力変数を有するエラー検出方式を、関与す
るチャネルに投影する必要がある。当該の方式の結果は、ロジック層に送られ、そこで自
動的に評価され、対応する通知のためにさらに処理される。これらの通知は、次に可視化
部に送られ、さらにそれと並行してデータ保存部に送られる。
【０６０３】
　エラー分離及びエラー分類というブロックからなるロジック層の構造が、図５４に示さ
れている。その際、診断ワークフローを考慮して、エラー検出とエラー分離とが「エラー
分離」というブロックに、エラー識別とエラー分類とが「エラー分類」というブロックに
まとめられた。
【０６０４】
　エラー分離は、エラー検出の全ての個別結果についてその原因を、関与する測定チャネ
ルと関連付け、これらの個別結果を加算するという役割を担う。次に個別結果の合計から
試験変数が算出され、それが所定の限界値と比較される。これにより、異常な測定チャネ
ルと異常でない測定チャネルとが分けられる。従って、当該限界値は、検出精度の目安で
あり、低、中、高という段階で設定可能である。
【０６０５】
　エラー分離におけるエラー検出の自動的かつ汎用的評価のために、いわゆる方式分離強
度（略して分離強度）が導入された。分離強度は、ある方式がエラーを有する測定チャネ
ルをどの程度良好に識別できるかを定める特性変数である。従って、分離強度は、方式の
、エラーを有する測定チャネルと関連付ける能力を表す。
【０６０６】
　例えば、不等式Ｔ３＞Ｔ２は２つの等価項を有し、従って分離強度ｐ＝０．５を有する
。機器チェックの方式は、常に、分離強度ｐ＝１を有する。なぜなら、ここでは常に１つ
のチャネルのみが観測されるからである。測定されたラムダ値と、空気質量流量と燃料質
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量流量とから算出されたラムダとの間の比較は、例えば分離強度ｐ＝０．３３を有する。
この検査では、３つの等価情報が用いられるからである。
【０６０７】
　エラー分離の際、低い分離強度を有する方式の方が、高い分離強度を有する方式よりも
強く働いてはいけないことは自明である。
【０６０８】
　分離強度ｐ＝１である方式は、一義的な結果を提供するので、それ以上の区別を必要と
しない。一方、妥当性検査の方式（分離強度ｐ＜１）の場合、方式の個数とそれらの方式
分離強度とを考慮しなければならない。数学的に見れば、これは、固有の検出確率を有す
る、ある個数の独立した検査インスタンスが存在することを意味する。結合重みは、従っ
て、この個数と固有検出確率とを結びつけなければならない。
【０６０９】
　このためのアプローチとして、「自己非排他事象に関する統計値の一般的加法則（vera
llgemeinerte Additionssatz der Statistik fur sich nicht ausschliesende Ereigniss
e）」が用いられる。これにより、事象Ｅｉの少なくとも１つが生じる確率は、以下のよ
うになる。
【０６１０】
【数９２】

【０６１１】
　このことから、エラー分離に関して、この法則を用いて、用いられた検査ルールを考慮
した上で、所定のチャネルに対する妥当性検査ＰＰｌａusibilitatの検出確率を決定する
ことが可能となる。しかし、この法則が適用できるのは、個別確率を正確に決定できる場
合だけである。すなわち、全ての作用因が同じ発生確率を有し、かつ、数学的に対称でな
ければならない。従って、統計的対称性の推定を許す物理的対称性が必要となる（例えば
理想的なサイコロ）。
【０６１２】
　しかし、ラムダ比較又はＯ２収支を考えてみれば、測定された排ガス濃度に対してこの
要件は満たされていない。なぜなら、幾つかの変数は容量％という単位を有し、また、他
の変数がｐｐｍで測定されるからである。この理由から、幾つかの仮定が行われる。すな
わち以下の仮定である。
１）ディーゼルエンジンの場合、ＣＯ２濃度とＯ２濃度とが、方式上、質量流量とほぼ同
じ作用を及ぼす。
２）オットーエンジンの場合、追加的にＣＯ濃度も考慮しなければならない。従って、変
数ＣＯ２、Ｏ２及びＣＯは、質量流量と等価とみなされる。
３）変数ＨＣ及びＮＯＸについて、定義上、分離強度ｐ＝１／１００００が指定される。
厳密には、ここでも、パラメータ化されたエンジンタイプに従って区別することができ、
従って、オットーエンジンの場合はＨＣとＮＯＸとのみが、ディーゼルエンジンの場合は
ＨＣ、ＣＯ及びＮＯＸが、ｐ＝１／１００００であるとして考慮される。
【０６１３】
　試験変数ｔＦｅｈlｅｒｉｓｏｌａｔｉｏｎの算定は、各妥当性方式がバイナリの検査
結果Ｅｂｉｎ，Ｍｅｔｈｏｄｅを生成するというアプローチに従って行われる。バイナリ
の方式結果Ｅｂｉｎ，Ｍｅｔｈｏｄｅを方式分離強度ＰＭｅｔｈｏｄｅと乗算することに
よって、方式結果ＥＭｅｔｈｏｄｅが算定される（式１．２）。
【０６１４】

【数９３】

【０６１５】
　次に、全ての実施可能な妥当性方式の結果は、加算されて、妥当性の総確率と乗算され
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【０６１６】
【数９４】

【０６１７】
ただし、
ＥＲＡ＝未処理データ解析
ＥＳＡ＝１Ｈｚ信号解析
ＥＧＣ＝リミットチェック
ＥＢ＝定常動作
　上記の６・（ＥＧＣ＋ＥＬＣ）という項は、リミットチェック又は機器チェックにおけ
る１つのエラー通知の際、１つのチャネルがエラーを有するものとして分離されねばなら
ないことによる。
【０６１８】
　エラー分離における最後の未決定な点として残っているのは、低、中、高という設定の
限界値の決定である。このために、１チャネル当たり、平均４つから５つの妥当性方式が
用いられると仮定される。「高」に設定した場合、少なくとも１つの警告が行われる必要
があるのは、厳密に、以下の個別結果が存在する場合である（なお、以下において、Rohd
atenanalyse は未処理データ解析、Signalanalyse は信号解析、Beharrung は定常動作、
Warnung は警告、Geratecheck は機器チェック、Limitcheck はリミットチェックを意味
する）。
【０６１９】

【数９５】

【０６２０】
　「中」という設定の場合、少なくとも下記の場合に警告が行われる。
【０６２１】
【数９６】

【０６２２】
　「低」という設定の場合に少なくとも１つの警告が発せられるのは、少なくとも以下の
個別結果が生じた場合である。
【０６２３】

【数９７】

【０６２４】
　このことから、表Ｔ１．１に示された臨界的な限界値が得られる。
【０６２５】
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【表２６】

【０６２６】
　エラー分離の結果は、数値（０、１又は２）としてエラー分類へ伝えられる。
【０６２７】
　測定同期エラー検出の場合にも、原則として、同じ構造が用いられる。唯一の相違は、
個別値方式に関して、現在の測定値ではなく、リングメモリの平均値が用いられるという
点である。
【０６２８】
　エラー分類において、エラー重大度は、デバウンスバッファＥＰ（Ｅｎｔｐｒｅｌｌｐ
ｕｆｆｅｒ）を用いて評価される。このために、エラー分離のチャネル固有の結果が、パ
ラメータ化可能な長さを有する、同様にチャネル固有の列ベクトルへ書き込まれる。この
ベクトルは、ソフトウエア側でロールメモリとして構成される。
【０６２９】
　デバウンスバッファから、式１．４によって、試験変数ｔＫｌａｓｓｉｆｉｋａｔｉｏ

ｎが算定され、臨界値ｔＫｌａｓｓｉｆｉｋａｔｉｏｎ，ｋｒｉｔと比較される。
【０６３０】
【数９８】

【０６３１】
　エラー分離の場合と全く同様に、低、中、高というレベルへの設定が行われる。強度（
表Ｔ１．２）に応じて、当該チャネルは、エラー無し、有意なエラー有り又は重大なエラ
ー有りに分類され、対応する通知（「ＯＫ」、「警告」又は「エラー」）と関連付けられ
る。
【０６３２】

【表２７】

【０６３３】
　エラー原因を一般的にそれ以上厳密に特定することは、用いられた、信号ベースのエラ
ー検出アプローチでは不可能である。その理由は、一般的に、測定チャネルから、技術的
なシステムコンポーネント内のエラーを直接推定することはできないからである。従って
、エラー分類は、自動的に、エラーを有する測定信号についてエラーの大きさとエラーの
持続時間とを挙げることに制限される。
【０６３４】
　エラー通知を避けるために、エラー分類は、所定の承認条件を通じて迂回することがで
きる。承認条件が満たされていない場合、図５４の「スイッチ」が開かれ、チャネルステ
ータスが、自動的に３に設定される。これは、当該のチャネルを検査することができなか
ったことを意味する。
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【０６３５】
　エラー分離及びエラー分類というプロセスについて、定常ステップ測定を例に簡単に説
明しておく。その際、評価は、あるときは空気質量流量に対して、あるときは燃料質量流
量に対して行われる。
【０６３６】
　この例には、パラメータ化によって指定された下記限界条件が適用される。すなわち、
１）実施可能な方式
・λＬｕｆｔ／Ｋｒａｆｔｓｔｏｆｆ＝λＳｏｎｄｅ

・λＬｕｆｔ／Ｋｒａｆｔｓｔｏｆｆ＝λＢｒｅｔｔｓｃｈｎｅｉｄｅｒ

・Ｃ収支
・Ｏ２収支
・未処理信号解析
・１Ｈｚ信号品質
・リミットチェック
・機器チェック
２）許容差
・Ｃ収支＝１５％
・Ｏ２収支＝１０％
・ラムダ比較＝１０％
３）時間
・リングメモリの長さ＝３０ｓ
・デバウンシングメモリ（Entprellungsspeicher）の長さ＝３０ｓ
４）診断強度
・中
　λＬｕｆｔ／Ｋｒａｆｔｓｔｏｆｆ＝λＳｏｎｄｅという方式の算定のためには、ラム
ダプローブの測定値及び空気質量流量と燃料質量流量とが必要である。従って、この方式
は、空気質量流量あるいは燃料質量流量におけるエラーを検出するための確率ｐ＝１／３
を有する。
【０６３７】
　λＬｕｆｔ／Ｋｒａｆｔｓｔｏｆｆ＝λＢｒｅｔｔｓｃｈｎｅｉｄｅｒという方式のた
めには、空気質量流量と燃料質量流量以外に、ＣＯ、ＣＯ２の濃度も考慮される。ＮＯＸ
は、空気質量流量及び燃料質量流量に関して分離強度ｐ＝０．０００１を有しており、従
って無視される。これにより、この方式によって空気質量流量におけるエラーを正確に検
出するための確率ｐ＝０．２５が生じる。同じ考え方によって、Ｃ収支及びＯ２収支につ
いても同様にｐ＝０．２５となる。リミットチェック及び信号解析は、それぞれｐ＝１で
算入される。従って、妥当性は、全体として次の通りになる。
【０６３８】
【数９９】

【０６３９】
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【表２８】

【０６４０】
【表２９】

【０６４１】
　診断強度を中から高に変えた場合、空気質量流量については、８７０ｓから９３０ｓの
範囲で警告が生じる。
【０６４２】
　このようにして開発された、ロジック層の汎用構造によって、作用変数個数が既知であ
ることよって、及び、同様に方式分離強度が既知であることによって、簡単に新しいエラ
ー検出方式を付け加えることが無制限に可能である。
【０６４３】
　前述の諸説明において、内部データマネージメントにしばしば言及した。内部データマ
ネージメントは「ミニデータバンク」であり、この中に、ランタイムに関するさまざまな
データ診断結果が、コード化された形式で中間保存される。これらの部分的結果は、一方
ではエラー評価に用いられ、また一方では診断結果の文書化に用いられる。この機能を最
適に実現するために、内部データマネージメントは、図５６に示された部門からなる。
【０６４４】
　「静的データ」という部門には、パラメータ化中にのみ変更されるデータが含まれる。
定数の管理以外に、ここでは例えばマスタークラスの割り当てが解析され、そこから、実
施可能な方式が決定される。
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【０６４５】
　「可変データ」という部門では、ランタイムに関する利用者の全ての介入の文書化が行
われる。診断の開始及び終了の他に、ここでは利用者の全てのアクションが記録される。
特に重要であるのは、例えば、エラー検出方式の非アクティブ化及び再非アクティブ化、
又はエラー通知への応答である。
【０６４６】
　エラー検出の個々の方式の結果を等速に評価できるように、これらの方式は、一定の時
点において、及び、所定のメモリ素子において利用できねばならない。例えば、エラー分
離は、チャネル１つ当たりに使用される方式とそれらの分離強度とに関する情報を必要と
する。このデータ管理は、「等間隔オンラインデータ」というブロックで行われる。
【０６４７】
　可視化、特にエラー可視化は、測定データ診断の重要な要素である、その際、十分に注
意しなければならないことは、エラー及びシステムステータスに関する過多の情報によっ
て利用者に過度の負担をかけないようにすることである。このために、既に上で言及した
可視化ピラミッドが、３つの可視化階層によって正確に実現される。これが、図５７に示
されている。
【０６４８】
　階層Ｉでは、診断の機能／エラーステータスに関する情報が、一義的な記号によって表
示される。好ましくは、このために、三角形と感嘆符との組み合わせが選ばれる。なぜな
ら、これによって、３つの情報を非常に容易に伝えることができるからである。すなわち
、
１）ボタンが黒いことで（警告用三角形が目立たず見える）、パラメータ化と、それによ
って実施可能なエラー検出機能とに、目下のところエラーが存在しないことが示される（
図５８ａ）。
２）警告用三角形が持続的に赤く点灯することによって、新たなエラーが試験設備に示さ
れる（図５８ｂ）。
３）エラーが検出され、このエラーが再び消えた場合、図５８ｃが用いられる。
【０６４９】
　第２の可視化階層（階層ＩＩ）では、利用者は、診断履歴に関する情報を利用できる（
図５９を参照）。事象（エラー、警告）がいつ、何度生じたのかを、ログウインドウを通
じて正確に知ることができる。これは、例えば半無人運転又は無人運転の場合に特に重要
である。利用者は、かなり長い時間不在であった後に、その時点までに生じた事象につい
て素早く概観できるからである。
【０６５０】
　結果可視化の第３の階層は、エラー検出の範囲と現在の状態とを表示する。その際、チ
ャネルベースの画面と方式ベースの画面とが区別される。
【０６５１】
　両画面（図６０ａのチャネル概観と図６０ｂの方式概観）は、複数の下層を有するツリ
ー構造に構成されている。注意すべきことは、両画面において、方式は、ランタイム中に
、非アクティブ化し、そして再びアクティブ化することができるという点である。これが
有用であるのは、例えば、あるチャネル又は方式が、現在のテストには重要でないにもか
かわらず、絶えずエラーを示しているような場合である。
【０６５２】
　測定データ診断において、診断総合結果を得るために重要である全ての情報が文書化さ
れる。これには、パラメータ化のデータ、並びに、全ての分類結果、利用者の介入及びシ
ステム通知が含まれる。
【０６５３】
　結果管理のために以下の外部基準が設けられる。
・パラメータ化データ
・システム通知及び利用者の介入
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・品質シール
　外部基準又は外部属性に関する関連情報は、テスト結果と共にＰｕｍａデータバンクに
格納される。
【０６５４】
　品質シールは、その際、直接、測定データと共に格納すべきである。図６１は、ＭＡＧ
ＩＣデータバンクを用いた品質シールの実例を示す。この場合、正確なデータに対してマ
ーキングは行われない。すなわち、エラー無しのデータに対する品質シールは、この場合
、白い背景である。
【０６５５】
　品質シールの導入は、利用者のために一連の利点をもたらす。すなわち、
１）品質シールの導入によって、冗長的なデータ利用が、より確実に可能となる。
２）各利用者は、データが検査済みの情報であるかどうかをすぐに知ることができる。
３）品質シールの他に、利用者は、適宜参照することによって、パラメータ化、エラーへ
の応答などに関する全ての情報を利用することができる。
４）ＤｏＥを利用する場合、未処理データの妥当性確認に対する時間コストを明らかに低
減できる。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図６】
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